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第１章 調査研究の概要 

１．調査研究の背景・目的 

１）背景 
令和４年 12月に民生委員・児童委員（以下、「民生委員等」という。）の一斉改選が行われた。改選

結果は、定数約 24万人に対して約 22.5万人となり、前回改選時（令和元年度）と比較して 1.5%低下し

た。全国的に充足率が低下していることが問題となっており、各地域における民生委員等の担い手の

確保が課題となっている。 

民生委員の担い手の確保に関しては、候補者の推薦というプロセスに焦点を当てた『令和２年度厚

生労働省生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 社会福祉推進事業「民生委員・児童委員の担

い手確保に向けた取り組みに関する実態調査研究報告書」』（以下、「令和２年度調査研究」という。）

において指摘されているところである。 

令和２年度調査研究では、昨今の民生委員の業務状況を俯瞰しつつ、担い手確保に関する課題が

行政機関において顕在化していることを明らかにしている。具体的には、都市部と地方部の両方にお

いて、改選時に民生委員の担い手確保が「課題になった」ことを定量的に明らかにするとともに、それ

ぞれの地域で、町会・自治会、民生委員・民生委員 OB による推薦を通じて担い手候補の抽出を行っ

ていたり、民生委員の周知活動や、候補者への丁寧な説明、新任委員へのフォローアップを充実させ

たりすることで、担い手確保を進めようとする実態が明らかになっている。 

一方で、令和２年度調査研究は、担い手確保の課題やその対応策に関する概観が整理されている

状況であるが、実際に担い手確保の課題を解決していくためには、以下の点を更に検討していく必要

がある。 

（１） 今後、どのような人たちを担い手として想定してくのか。 

（２） 民生委員の業務に参加してもらえる持続的な状態を作るために、地域として何をどのような順

番で取り組んでいくべきか。 

 

２）目的 
令和５年度社会福祉推進事業「民生委員・児童委員の担い手確保の推進に関する調査研究」（以

下、「本事業」という。）においては、顕在化した民生委員の担い手確保という課題に対してどのような

取組が必要かという目線に立ち、民生委員の実態や試行的取組を通じて、①現役世代など多様な主

体が民生委員活動に参加できるようにする方策、②民生委員活動の業務負担軽減の方策、③民生委

員活動を支える体制のあり方、の３軸に基づき、今後の担い手確保に向けた施策立案のための示唆

を取得することを目的とする。 

 

２．実施内容 

１）調査検討委員会の開催 
本事業では、（１）民生委員等に対する調査（アンケート調査及びヒアリング調査）、（２）都道府県、

市区町村（以下、「行政機関」という。）に対する調査（アンケート調査及びヒアリング調査）、（３）民生委
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員等の担い手確保に効果的と思われる施策に関する試行的取組及び一般市民（以下、「一般層」とい

う。）に対するアンケート調査、を行う。これらの調査を進めるにあたり、民生委員等の実態を踏まえた

調査設計に対する助言、令和２年度調査研究の議論を踏まえた調査設計に対する助言、行政機関の

実態を踏まえた調査設計に対する助言が必要となるため、厚生労働省と協議の上、以下の７名を、令

和５年度「民生委員・児童委員の担い手確保の推進に関する調査研究」調査検討委員会（以下、「調

査検討委員会」という。）の委員として、就任依頼を行った。 

 

【委員一覧】（五十音順、敬称略） 

委員名 所属 

長田 一郎 
全国民生委員児童委員連合会 副会長 

宮崎県民生委員児童委員協議会 会長 

佐藤 美奈子 秋田県湯沢市 福祉保健部福祉課 課長 

高森 裕子 株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア事業本部 主席研究員 

谷岡 伸子 大阪府 福祉部地域福祉推進室地域福祉課 課長 

中村 喜美子 
全国民生委員児童委員連合会 地域福祉推進部会 部会委員 

東京都民生児童委員連合会 副会長 

中島 修 文京学院大学 人間学部 人間福祉学科長 

松井 清高 愛知県豊田市福祉部福祉総合相談課 担当班長 

 

調査検討委員会の開催日時、開催方法及び議題は以下のとおり。 

 

第１回 

令和５年 10月４日（水） 

15時〜17時 

オンライン会議 

＜議題＞ 

1. 事業の全体像 

2. 初期仮説 

3. 民生委員に対するアンケート調査 

4. 試行的取組 

5. 行政機関に対するアンケート調査 

6. ヒアリング調査 

7. 今後のスケジュール 

第２回 

令和６年２月 19日（月） 

15時〜17時 

オンライン会議 

＜議題＞ 

1. 民生委員に対するアンケート調査の結果について 

2. 行政機関に対するアンケート調査の結果について 

3. ヒアリング調査の結果について 

4. 試行的取組の結果について 

5. 報告書の骨子（案）・方向性について 
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２）民生委員等に対する調査 
（１）民生委員等に対するアンケート調査 

民生委員等の業務の実態の把握及び民生委員等の担い手確保に関する課題等を分析するため、

民生委員に対するアンケート調査を紙媒体で行った。事前に現状及び課題に関する仮説設定を行っ

た上で、調査検討委員会の助言も踏まえ、アンケート項目を作成した。実施に当たっては、行政機関

の規模や民生委員の充足率等を考慮し、15自治体の民生委員等に、調査票を合計 2,000通配布し

た。得られた回答について集計及び分析を行った。 

 

（２）民生委員等に対するヒアリング調査 

上記（１）で行ったアンケート調査の結果を踏まえ、民生委員等への就任依頼の実態や、負担軽減

の具体的な取組等の詳細に関する情報を収集するため、民生委員等に対するヒアリング調査をオンラ

インで行った。得られた回答について、集計及び分析を行った。 

 

３）行政機関に対する調査 
（１）行政機関に対するアンケート調査 

民生委員等の担い手確保に関する課題等を詳細に分析するため、行政機関に対するアンケート調

査を Web 上で行った。事前に現状及び課題に関する仮説設定を行った上で、調査検討委員会の助言

も踏まえ、アンケート項目を作成した。実施に当たっては、Questant（株式会社マクロミルが提供するオ

ンライン・アンケートツール。以下、「クエスタント」という。）を使用し、厚生労働省を経由して全ての行

政機関に配布した。得られた回答について、集計及び分析を行った。 

 

（２）市区町村に対するヒアリング調査 

民生委員等の担い手確保や、充足率の向上に向けた効果的な施策を検討する上で、具体的な取

組等の詳細に関する情報を収集するため、上記（１）で行ったアンケート調査の結果を踏まえ、特徴的

と考えられる取組を行っている市区町村を対象に、ヒアリング調査をオンラインで行った。得られた回

答について、集計及び分析を行った。 

 

４）試行的取組 
（１）背景 

新たな担い手層の確保に向けては、①既存の民生委員と同年代の潜在層の取り込み、②これま

でとは異なる層の取り込み、を図ることが考えられる。全国的に充足率が減少傾向にある中では、同

年代の潜在層に加え、これまでとは異なる層も視野に入れ、担い手確保の取組を検討する必要があ

ると考えられる。 

令和 4年の改選時は 83%が 60歳以上で構成されており 40代～50代は合わせて 16%と非常に少

ない。一方で令和 4年度の内閣府の社会意識に関する世論調査によると、40代が最も社会貢献意

識が高く、50代の社会貢献意識意向も強い。 

社会への貢献内容についても、福祉活動についての関心の高さが伺え、民生委員にこれまでと異

なる 40～50代の層を巻き込める可能性は十分にあると想定される。一方で、地域への関りが薄い/
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無い人物がいきなり民生委員の業務を担うことは難しく、潜在層がまずは地域の人間関係作りを始

めること促すことが必要とも考えられる。 

 

（２）目的 

上記の背景を踏まえ、将来的な民生委員等の確保のための施策検討に向けて、潜在的な担い手

層と考えられる「社会貢献意識が高い」人に対して、地域の福祉の現状を把握してもらい、民生委員等

の業務に気づいてもらうことを目的に、大阪府大東市にてワークショップ実施等を含む試行的な取組を

実施した。 

 

（３）一般層に対するアンケート調査 

ワークショップ実施等を含む試行的な取組に加え、民生委員等の制度の認知度や、地域福祉に関

する情報収集の方法等の詳細を分析するため、調査会社の保有する人材プールを活用し、一般層に

対するアンケート調査を Web 上で行った。得られた回答について、集計及び分析を行った。 
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第２章 調査検討委員会の開催 

１．委員選定 

１）基本的な考え方 
本事業では、民生委員等の業務の実態把握や、担い手確保に向けた行政機関の施策を調査・分析

し、今後の担い手確保に向けた施策立案のための示唆を取得することを目的としている。 

具体的な事業内容としては、（１）民生委員等に対する調査（アンケート調査及びヒアリング調査）、

（２）行政機関に対する調査（アンケート調査及びヒアリング調査）、（３）民生委員等の担い手確保に効

果的と思われる施策に関する試行的取組及び一般層に対するアンケート調査、を行う。これらの事業

内容を進めるに当たり、民生委員等の実態を踏まえた調査設計に対する助言、本事業に先立つ調査

研究である、令和２年度調査研究の議論を踏まえた調査設計に対する助言、行政機関の実態を踏ま

えた調査設計に対する助言が必要となるため、このような助言が行える有識者を本事業の委員とする

ことを、基本的な考え方として整理した。 

 

２）委員選定 
上記の基本的な考え方に基づき、厚生労働省と協議の上、以下の７名を、調査検討委員会の委員

として、就任依頼を行った。行政機関からの委員の選定においては、令和２年度調査研究等の知見を

有する中島委員の助言を参考に、民生委員等に対する特徴的な取組を実践している行政機関を選定

し、委員就任の依頼を行った。調査検討委員会の７名の委員は以下のとおり。 

 

【委員一覧】（五十音順、敬称略） 

委員名 所属 

長田 一郎 
全国民生委員児童委員連合会 副会長 

宮崎県民生委員児童委員協議会 会長 

佐藤 美奈子 秋田県湯沢市 福祉保健部福祉課 課長 

高森 裕子 株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア事業本部 主席研究員 

谷岡 伸子 大阪府 福祉部地域福祉推進室地域福祉課 課長 

中村 喜美子 
全国民生委員児童委員連合会 地域福祉推進部会 部会委員 

東京都民生児童委員連合会 副会長 

中島 修 文京学院大学 人間学部 人間福祉学科長 

松井 清高 愛知県豊田市福祉部福祉総合相談課 担当班長 

 

２．第１回調査検討委員会 

１）開催概要 
令和５年 10月４日（水）15時〜17時で、オンライン会議にて、第１回調査検討委員会を開催した。

当日は、オブザーバーとして、全国社会福祉協議会民生部職員、厚生労働省社会・援護局地域福祉

課職員及びこども家庭庁成育局成育環境課職員が参加した。当日の議題は以下のとおり。 
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＜第１回調査検討委員会 議題＞ 

1. 事業の全体像 

2. 初期仮説 

3. 民生委員に対するアンケート調査 

4. 試行的取組 

5. 行政機関に対するアンケート調査 

6. ヒアリング調査 

7. 今後のスケジュール 

 

２）委員からの主なコメント等 
会議に先立ち、説明資料及びアンケート調査の調査票（民生委員に対するアンケート調査及び行政

機関に対するアンケート調査）を各委員に送付の上、調査検討委員会を開催した。調査検討委員会で

は、上記のそれぞれの議題について、事務局から資料の説明を行い、その後、委員からのコメント等

があった。主なコメント等は以下のとおり。 

 

民生委員に対するアンケート調

査について 

（中島委員） 

• 民生委員の担い手確保に関して、この制度が維持されているのは

民生委員の方々の高い貢献意識。この意識をいかに維持し、サポ

ートしていくかを、アンケート調査で明らかにできると良い。 

• 民生委員の方々が大事にされてきたところを維持しつつ、変えては

いけないところと、変えるべきところの議論のためのデータを取れる

と良いと思う。必要に応じてヒアリングで追加的に聞くことも一案。 

• 民生委員の推薦の在り方について。自治会に加入していないと推

薦されないということがあるため、この点をどう緩くするかを考える

上でも、まずは情報をしっかりと集めてもらいたい。 

• 設問 31「情報発信に協力してほしいネットワークや支援機関」の選

択肢として「地域包括支援センター」とあるが、記載が分かりにくい

ため、文言を補った方が良い。また、「地域福祉施設」という選択肢

についても例示の文言を補った方が良い。 

 

（高森委員） 

• 設問９の「民生委員の存在を知ったきっかけ」について、選択肢を家

族と限定せず、対象を広くしても良いのではないか。また、SNSによ

る発信もありえるが、選択肢としてどれを選ぶのか迷うので明示し

た方が良い。 

• 設問 12の「現在も委員を続ける理由」の選択肢中に「使命感」とい

う単語があるが、他の選択肢と重複する意味合いを含んでいるた

め、言葉を補った方が良い。 

• 設問 13が「民生委員の担い手確保の難しさに影響しているもの」に

ついてであれば、選択肢の文言は、「非常に重要」ではなく、「影響

が大きい」等の方が対応しているのではないか。また、選択肢の中

に、「高齢者が働くようになったから」という選択肢を入れた方が良

い。 

• 設問 21「民生委員を続ける上で重要視していること」の選択肢とし

て、「相談の繋ぎ先が明確である体制」とあるが、何を意味している

のか。「住民から相談を受けた時に、その相談を誰に繋げば良いか
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が明確である」という趣旨であれば、選択肢を分かりやすく修正した

方が良い。 

• 設問 26「直面している課題」の選択肢として記載されている内容の

粒度にばらつきがあるように感じられるため、文言を補った方が良

い。 

 

（谷岡委員） 

• 設問 32「民生委員を継続して続けたいという気持ちを惹きつける効

果的な言葉」の選択肢の中に、「活動の対価を得て」という表現があ

るが分かりにくいと感じる。文言を補った方が良い。 

行政機関に対するアンケート調

査について 

（佐藤委員） 

• 設問 11「民生委員の活動を補佐する役割の設置有無」について、

行政機関が設置するものと、社会福祉協議会が設置するものと、ど

ちらも該当するのかどうかが不明確。設問中に文言を補った方が良

い。 

• 設問 27「所管地域の世帯構造、世帯数」について、選択肢の中に

「障害者世帯」、「生活困窮世帯」、「子どものいる世帯」等、定義次

第ではすぐに答えられないものがある。選択肢自体を工夫するか、

この設問の必要性を精査する等を検討した方が良い。 

 

（谷岡委員） 

• 設問４「回答部署の所管施策」について、小さな行政機関では、民

生委員を担当している部局が、生活保護や生活困窮も担当してい

るケースがある。当てはまる選択肢を全て回答する方法や、主な選

択肢を回答する方法等の工夫を検討した方が良い。 

• 充足率を高めるためには、新しい民生委員の確保と定着が不可

欠。何が負担なのか、負担軽減の取組としてどのようなことを行なっ

ているかを聞いた方が良い。 

 

３）第１回調査検討委員会を踏まえた今後の方針について 
各委員からのコメント等を踏まえ、今後の事業の実施方針について、以下のとおり整理を行った。 

 

民生委員に対するアンケート調

査について 

• 各委員からのコメント等を踏まえ、調査票の修正案を作成し、厚生

労働省と協議の上、各委員にメールで確認依頼を行う。 

• 確定した調査票を印刷・発送し、アンケート調査を行う。 

行政機関に対するアンケート調

査について 

• 各委員からのコメント等を踏まえ、調査票の修正案を作成し、厚生

労働省と協議の上、各委員にメールで確認依頼を行う。 

• 確定した調査票をウェブアンケートの様式に展開し、厚生労働省を

経由して行政機関にメールで送付し、アンケート調査を行う。 

試行的取組について 
• 開催場所について、全国民生委員児童委員連合会（以下、「全民児

連」という。）及び行政機関からの委員に助言や推薦をいただく。 

 

３．第２回調査検討委員会 

１）開催概要 
令和６年２月 19日（月）15時〜17時で、オンライン会議にて、第２回調査検討委員会を開催した。

当日は、オブザーバーとして、全国社会福祉協議会民生部職員、厚生労働省社会・援護局地域福祉

課職員及び及びこども家庭庁成育局成育環境課職員が参加した。当日の議題は以下のとおり。 
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＜第２回調査検討委員会 議題＞ 

1. 民生委員に対するアンケート調査の結果について 

2. 行政機関に対するアンケート調査の結果について 

3. ヒアリング調査の結果について 

4. 試行的取組の結果について 

5. 報告書の骨子（案）・方向性について 

 

２）委員からの主なコメント等 
調査検討委員会では、上記のそれぞれの議題について、事務局から資料の説明を行い、その後、

委員からのコメント等があった。主なコメント等は以下のとおり。 

 

民生委員に対するアンケート調

査の結果について 

（高森委員） 

• 65歳未満、非正規、正規で回答の傾向に違いがある可能性がある

ため、基本属性を細かく見た上で分析した方が良い。 

• 「ワークライフバランスを重視している層」といっても、非正規なのか

正規なのかで、「ワークライフバランス」の内容が異なる可能性があ

る。 

• 過去と現在の比較の中で、業務量の変化に触れている箇所がある

が、業務が減少した分については、合理化や効率化の影響か、コロ

ナ禍の影響かを区別できないのではないか。 

• 民生委員の任期が１期目の人の中に、「満足かつ継続意向あり」の

人がいる。この回答をした人の傾向を分析することで、気づきがあ

るかもしれない。 

（中村委員） 

• 不満かつ継続意向なしの人が２期以内に多いという結果は意外だ

った。研修等の内容が不十分なのかもしれない。 

• 民生委員になるきっかけとして、イベントから紹介されたケースもあ

ると聞いている。 

行政機関に対するアンケート調

査の結果について 

（高森委員） 

• データの詳細分析を行う上での分析軸について、特別な取組をして

いないが、充足率が維持又は上昇している行政機関があることが

想定されるため、分析軸を細かく設定できる可能性があると思う。

検討してほしい。 

ヒアリング調査の結果について 

（佐藤委員） 

• 湯沢市では、定例会に行政機関、社会福祉協議会、地域包括支援

センター等が参加しており、その場で課題が解決できるような対面

のネットワークを構築している。 

（中村委員） 

• 仕事を持ちながら業務ができる内容にしなければならないという考

えもあるが、オンライン活用の場合、自宅に Wi-Fiがない人もいる。

民生委員活動を行う際に、Wi-Fi を自宅に設置することまでしなけ

ればいけないと思わせてもいけない。行政機関で、そのような部分

の支援が必要と考える。 

• 数年経てば、オンラインについての問題は解消されると考えられる

が、現在は過渡期。オンライン対応できていない民生委員等も大切

にしていかなければならないと考えている。 

（中島委員） 
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• 「オンライン化」といっても、定例会のオンライン化、サロン活動や居

場所づくりのオンライン化、報告作業等のオンライン化など、実態は

多様であり、どこをオンライン化すると良いのか。全てをオンライン

化するのではなく、オンライン化しやすい業務や、民生委員等のニ

ーズが高い業務からオンライン化していく、というメッセージが出せ

ると良い。 

• 企業との連携の取組についても見える化できると良い。 

（谷岡委員） 

• オンライン化については、大阪府内のいくつかの単位民生委員児

童委員協議会（民生委員法第 20条に基づき設置される民生委員

児童委員協議会を指す。以下、「単位民児協」という。）が取り組ん

でいるが、不安なところは使い方の研修から始めている。 

• 企業との連携の取組について、民生委員等の負担軽減のための協

定なのか、高齢者の見守りのための協定が結果的に民生委員等の

負担軽減に繋がっているのかを整理した方が良い。 

試行的取組について 

（中島委員） 

• 調査会社の保有する人材プールから参加した人は、職業を見ると

幼稚園教諭や介護職等であり、民生委員等との接点が過去にあっ

たのか確認したい。 

• 民生委員等と繋がり・接点のない人が、民生委員等をどのように捉

えたのかを知ることが重要だと考える。 

報告書の骨子（案）・方向性につ

いて 

（中村委員） 

• 民生委員等の取組に協力的な企業にフォーカスを当てる施策は良

いと感じた。 

（高森委員） 

• 検討の方向性のうち、「既存の民生委員の継続を促す観点」からの

取組の記載順については、検討した方が良い。 

• 民生委員等の制度は、一義的には行政が運営する制度であり、民

生委員等にお任せになっている行政機関には、大前提を押さえる

べきとのメッセージも入れる必要があると考える。 

• 一般の方に民生委員等の業務を知ってもらうためには、どのような

媒体で発信していくと良いのか、具体的なヒントを可能な範囲で強く

出せると良い。 

（佐藤委員） 

✓ 地域での温度差があると感じた。民生委員等は地域から選ばれた

人であり、地域の声を聞くということも、検討の方向性として盛り込

めると良い。 

（谷岡委員） 

✓ 地域貢献意識のある層の掘り起こしが必要であり、その層に対し、

イベント等が有効なツールになり得るという提言も入ると良い。 

（中島委員） 

✓ １つの区域・地域から民生委員等を選出し続けることが難しくなって

くる。民生委員等の選出の方法と区域・地域との関係性をどう捉え

るのか、というのも大事な視点。何かしら示唆が得られると良い。 

 

３）第２回調査検討委員会を踏まえた今後の方針について 
各委員からのコメント等を踏まえ、追加のデータ分析を実施し、報告書を作成することになった。 
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第３章 民生委員等に対する調査 

１．民生委員等に対するアンケート調査 

１）目的 
民生委員等の業務実態や、担い手確保に向けた取組上の課題を明らかにすることで、担い手確保

に関する効果的な施策を検討するために、民生委員等に対するアンケート調査を行った。実際に業務

を行う民生委員等の目線から、それぞれの課題をどのように捉えているかを明らかにすることを目指

す。 

 

２）課題の仮説 
アンケート調査を行う上で、民生委員等の担い手確保に関する課題の仮説を以下のように設定し

た。 

 

（１）負担要素に関する事項 

✓ 地域住民のニーズの多様化により、民生委員等の業務負担が増加しているのではないか。 

✓ 地域住民のニーズの多様化により、民生委員等に広汎な専門性やスキルが求められるように

なっているのではないか。 

✓ 業務量が多くても、民生委員等の仕事にやりがいを感じている人は、業務を負担に感じていな

いのではないか。 

✓ 民生委員等が減少したことで、一人当たりの担当地域が拡大し、業務負担が増加しているので

はないか。 

（２）委員数の増減予測に関する事項 

✓ 民生委員としての業務の満足度が高いのは、地域貢献意識が強い人であり、そういった方は委

員の継続率が高いのではないか。 

✓ 民生委員等を継続しない原因は人間関係の負担ではないか。 

✓ 充実した民生委員等が多い地域では肯定的な口コミが広がり、自発的に推薦したい人を探し出

すのではないか。 

✓ 満足度の高い人は、業務量は平均的であってもやりがいを感じているため心理的負担が少な

いのではないか。 

（３）環境要因に関する事項 

✓ 若年人口が少ないことが担い手不足の深刻化につながっているのではないか。 

✓ 壮年期人口が少ないことが担い手不足の深刻化につながっているのではないか。 

✓ 地域住民と地域のつながりが希薄化したことで担い手候補者にアプローチする事が難しくなっ

ているのではないか。 

✓ 町会等、既存の推薦候補者の輩出母体に固執し、地域活動の縮小に伴い候補者が見つけづら

くなっているのではないか。 
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３）調査の内容及び方法 
上記「２）課題の仮説」に基づき、アンケート調査の調査票を作成した。その後、厚生労働省への協

議を行い、調査検討委員会における各委員からのコメント等も踏まえ、調査票の内容を確定した（詳細

は「第７章 資料集」を参照。） 

アンケート調査の実施に当たっては、市区町村の規模や民生委員の充足率等を考慮し、全民児連

の協力を得た後、単位民児協と事前調整を行った上で、以下の 15自治体を選定した。市区町村は、

「特別区」（地方自治法第 281条に基づく「特別区」を指す。）、「政令指定都市」（地方自治法第 252条

の 19第１項に基づく「指定都市」を指す。）、「中核市」（地方自治法第 252条の 22第１項に基づく「中

核市」を指す。）、「一般市」に分類した。また、地域は、「北海道」、「東北地方」、「関東地方」、「中部地

方」、「近畿地方」、「中国地方」、「四国地方」、「九州地方」、「沖縄」の９つに分類した。 

 

自治体名 属性 地域 都道府県 

江東区 特別区 関東地方 東京都 

札幌市 政令指定都市 北海道 北海道 

名古屋市 政令指定都市 中部地方 愛知県 

大阪市 政令指定都市 近畿地方 大阪府 

北九州市 政令指定都市 九州地方 福岡県 

八戸市 中核市 東北地方 青森県 

甲府市 中核市 関東地方 山梨県 

松山市 中核市 四国地方 愛媛県 

那覇市 中核市 沖縄 沖縄県 

流山市 一般市 東北地方 福島県 

我孫子市 一般市 関東地方 千葉県 

伊那市 一般市 中部地方 長野県 

栗東市 一般市 近畿地方 滋賀県 

雲南市 一般市 中国地方 島根県 

鳥栖市 一般市 九州地方 佐賀県 

 

調査票は、合計 2,000 通を、以下のスケジュールで作成、送付、回収及び分析を行った。 

 

✓ 令和５年 10月４日  第１回調査検討委員会 

（修正・確認作業） 

✓ 令和５年 10月 13日 調査票印刷 

（調査票を各行政機関の担当者等に送付） 

✓ 令和５年 10月 25日の週 単位民児協が調査票を受け取り 

✓ 令和５年 11月上旬以降 各民生委員等へ調査票を配布 

✓ 令和５年 12月中旬以降 単位民児協が各民生委員等より調査票を回収し、返送 

✓ 令和６年１月中旬以降 調査票データの入力・分析 
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４）分析結果 
調査票は、有効回答数 1,978件を回収し、分析を行った。 

 

（１）既存の民生委員等の満足度について 

民生委員等 80%以上が 60歳以上で構成されている（全国民生委員児童委員連合会「民生委員制

度創設 100周年記念全国モニター調査報告書」（平成 30年３月）より）現状であるが、本事業では、担

い手確保に向けた施策立案のための示唆を取得することを目的としているため、特に「65歳未満層」

の回答の傾向の分析に加え、「65歳未満で働いておりライフワークバランスが大事と考えている層」

（以下、「65歳未満 LWB 重視層」という。）にも着目して分析を行った。 

民生委員等の業務についての満足度について分析を行ったところ、「回答全体」、「65歳未満の年

齢層」及び「65歳未満 LWB 重視層」の満足度は、いずれも約５％程度であった。 
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 年代別の比較を行っても、満足度に大きな差異は見られなかった（18〜39歳、40代及び 80歳以

上は回答数が少ないため参考値として掲載。）。 

 

 

 

民生委員等が自身の業務に満足しているかどうかの分析軸に加えて、民生委員等の業務を他の人

に勧めたいと思うかどうかについても分析を行った。その結果、「非常にそう思う」及び「ややそう思う」

の合計で比較すると、50代は 23%に対して、70代は 36%となっており、年齢が上がるにつれ、勧めた

いと思う層が増加傾向にあることが分かった（18〜39歳、40代及び 80歳以上は回答数が少ないため

参考値として掲載。）。 

 

 

 

他の人に勧めたいか 
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（２）民生委員等の業務の継続意向について 

次に、既存の民生委員等が、今後、業務を継続する意向がどの程度あるかについて分析を行った。

「回答全体」、「65歳未満の年齢層」及び「65歳未満 LWB重視層」の継続意向は、いずれも６〜７％で

あった。一方で、約３割が「あまり継続したくない」又は「全く継続したくない」と回答しており、現状の民

生委員等としての業務内容や業務環境に、課題や改善が必要であることを示唆している。 

 

 

 

継続意向について、年代別の比較を行っても、大きな差異は見られなかった（18〜39歳、40代及び

80歳以上は回答数が少ないため参考値として掲載。）。 
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（３）５年前との業務量の比較について 

現在の民生委員等の業務量を把握するため、過去５年間の業務量との比較を行った。その結果、

各業務量について約２割の民生委員等が「増加した」と回答した。一方で、全体の約１割の回答者が、

「業務量が減少した」と回答した。 

 

 

 

（４）活動頻度・活動時間について 

既存の民生委員等の活動頻度や活動時間と、回答者の属性（「65歳未満」、「65歳未満 LWB 重視

層」、「不満かつ継続意向なし」及び「満足かつ継続意向あり」）にどのような関係があるかを分析した。 

その結果、「65歳未満 LWB 重視層」の活動頻度は週２日以下、活動時間は５時間以下が、それぞ

れ７割以上を占めており、この層の担い手を増やす際の活動頻度及び活動時間を設定する上で、参

考となる可能性を示唆している。 

また、「（業務内容に）不満かつ継続意向なし層」は、活動頻度や時間が短くても一定数、存在してい

ることが明らかとなった。 
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（５）担当世帯数について 

回答者の属性、特に、「不満かつ継続意向なし層」や「満足かつ継続意向あり層」と担当世帯数及び

担当地域で日常的に見守りが必要な世帯数との関係について分析を行った。その結果、担当世帯数

の大小や、日常的に見守りが必要な世帯数の大小で、他の回答者層と比較して、「不満かつ継続意向

なし層」の割合に大きな差異は見られなかった。 
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（６）業務に対する負担感について 

既存の民生委員等が、どの程度、業務に対して負担を感じているかの現状把握を行ったところ、「回

答全体」、「65歳未満の層」、「65歳未満 LWB 重視層」の約５割、「満足かつ継続意向あり層」の約２

割が、業務に負担を感じていると回答している。 

また、「不満かつ継続意向なし層」の約９割が業務に負担を感じていると回答している。他の回答者

層と比較しても高い割合を示しており、業務に対する負担感と、民生委員等の不満や離脱意向の高さ

が関連していることを示唆している。 

 

 

 

（７）最も気持ちの上で負担に感じる業務について 

次に、民生委員等の業務の負担感について、業務毎に分析を行ったところ、「訪問活動」と「行事・事

業・会議への参加協力」が特に負担に感じられている業務であることが明らかとなった。 

他の業務内容にも負担を感じている民生委員等が一定数存在することから、負担感の要因が、「訪

問活動」と「行事・事業・会議への参加協力」に限定されないことが示唆される。 
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そこで、負担を感じる原因をより詳細に分析するため、継続意向が低い民生委員等（169名）の自由

記載の回答内容を確認した。結果は下記のとおりであり、業務内容が重い、民生委員等の活動を第一

優先という前提で業務を依頼される、ボランティア以上の業務を依頼される、等の要因があることが分

かった。 
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（８）在職期間の分布について 

回答者の属性と在職期間の関係について分析を行ったところ、「不満かつ継続意向なし層」の７割

以上が在職２期以内であることが分かった。経験の少ない民生委員等に対するサポート体制や研修

の充実等が必要である可能性を示唆している。 

 

 

 

一方で、「１期目」で「満足かつ継続意向あり」と回答した民生委員等が 32%(n=113)おり、これらの民

生委員等の自由記載の回答内容を確認した。回答内容の具体例は下記のとおりであり、「地域への

貢献」や「身近な相談者」としての魅力、「他者からの感謝」や「安心できる地域づくりへの関与」が継続

の意向の理由となっていることがうかがえる。 

 

民生委員になることを決めた際に、決め手となった民

生委員としての「活動の魅力」 
継続意向理由や具体的なエピソード 

身近な相談者になれる 福祉の勉強ができるから 

世のため、人のために尽くせる 
高齢者の女性では持てない重いゴミを玄関からマン

ションのゴミ置き場まで持って行った時、感謝された。 

地域に貢献できる 

安否確認で訪問した際に、要支援者が倒れていたが

命を救うことができた。人のため、地域のために活動

できていると実感したため。 

高齢者の心の拠り所になれる 

単身の高齢者の方を訪問してみると、話し相手が欲

しいというニーズが分かった。じっくり話を聞いてあげ

ると、気持ちの整理がついて、感謝されたから。 

地域活動を行う上で適している 

明るく楽しい、安心できる地域作りには、日常的に他

者のために骨を折る人が一定数、必要だと考えてお

り、その仲間を増やし、できることから活動すること

で、明るく楽しい地域づくりができると考えているか

ら。 

地域のことを知ることができる 
単位民児協や他の民生委員等の業務を見て、私自

身もそうなりたいと考えたから。 
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元気なうちに地域に恩返しができる 

安心して心の中を話してくれ、心に支えていたものが

すっとしたと言われ、相手の気持ちに寄り添って接し

たことの喜びを感じられたから。 

 

上記の傾向は、既存の民生委員等に対して継続する理由を調査した結果のうち、「満足かつ継続意

向あり層」において、「地域に貢献したいから」という積極的な動機が、民生委員等を継続する理由の

多くを占めたこととも一致する。 

その一方で、「不満かつ継続意向なし層」が継続する主な理由は、「他にやる人がいないから」、「頼

まれて断れないから」といった消極的な理由が多い。この差異は、民生委員等の業務への参加の動機

づけが、その後の民生委員等の業務の継続性に影響を及ぼす可能性を示唆している。民生委員等と

しての業務を継続を促進する際には、民生委員等の内発的なモチベーションを喚起する施策が重要で

あると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在も委員を続けられている理由 
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（９）民生委員等の認知経路について 

民生委員等の担い手を確保するためには、既存の民生委員等が、どのような認知経路で民生委員

等の業務を知ったかを把握することが重要となる。そのため、民生委員等の認知経路についての調査

を行った結果が以下のとおりである。 

印刷物や回覧板から民生委員等の活動を認知するケースは多くはなく、身近な人やイベント、直接

的な民生委員等の活動（サロン活動や地域でのイベント等）を通じて、民生委員等の活動を認知して

いることが分かる。 
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（10）民生委員等に就任したきっかけ 

担い手確保に向けた施策立案のための示唆を得る観点から、既存の民生委員等が就任に至ったき

っかけについて質問を行った。その結果、「町内会経由」、「前任の民生委員等からの依頼」が主なきっ

かけであることが分かった。 

また、「地域のボランティア活動」を契機に民生委員等として活動を始めている層が 10%弱、「イベン

ト」を契機に活動を始めている層が５％前後存在することも明らかとなった。 
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（11）家族構成について 

既存の民生委員等の家族構成について調査を行ったが、回答者の属性による大きな差異は見られ

ず、一人暮らしの民生委員等は全体の１割前後であることが分かった。また、子育て世代の参画も少

ないことも分かった。 

 

 

 

（12）民生委員等の業務と連動したキーフレーズについて 

民生委員等の担い手を確保するためには、民生委員等の活動に関する認知度を向上させ、より多く

の一般層に知ってもらう広報も重要となる。そこで、広報を行う際に有効なキーフレーズの方向性を検

討する観点から、事前に民生委員等の業務と関連するキーフレーズ案を５つ作成し、既存の民生委員

等に対して、最も共感するキーフレーズについて回答を求めた。その結果、全体的な傾向として、「身

近な人の力になり、地域の絆を深める」に共感しており、「不満かつ継続意向なし層」と約 10%程度の

差が生じていることが分かった。 
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（13）民生委員等の各業務について 

民生委員等が行う各業務について、１ヶ月の担当件数や活動時間を調査しており、「回答全体」、

「65歳未満層」、「65歳未満 LWB 重視層」、「不満かつ継続意向なし層」及び「満足かつ継続意向あり

層」でデータを整理している。全体的に、回答者の属性による大きな差異は見られなかった。詳細は

「第７章 資料集」を参照。 

 

２．民生委員等に対するヒアリング調査 

１）調査の内容及び方法 
民生委員等に対するアンケート調査に加え、実際に業務を行う民生委員等の目線から、民生委員

等の業務実態や、担い手確保に向けた取組上の課題をどのように捉えているかを明らかにするため、

以下の項目を中心にオンライン又は電話によるヒアリングを行った。 

 

イントロダクション 

• 本事業の説明 

• 自己紹介と活動地域について 

• 民生委員等に就任したきっかけ 

• 普段の活動内容について 

情報交換 
• 他の民生委員等との情報交換の方法や頻度について 

• 情報交換の利点について 

若い世代とのコミュニケーション 
• （特に 50代以下の若い世代の）民生委員等、一般層との関わり

方について 

新しい民生委員等の担い手確保 

• 具体的なアプローチ方法や戦略等について 

• 新しい民生委員等が就任する際に直面している課題や、対策・解

決策について 

現在の課題と対応 • 民生委員等として、現在直面している課題について 

 

２）ヒアリング概要 
（１）秋田県湯沢市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

就任の経緯等 

• 民生委員等について知ったのは、60歳以降。 

• 行政機関の担当職員や、前任の民生委員からの話を何度も聞

き、就任するに至った。 

• 民生委員等としての活動は 10年以上。 

• 福祉のことを知らずに始めたが、他の民生委員等や地域住民との

付き合いを通じて、少しずつやれる感覚を持てるようになった。 

• 「人の役に立てるのであれば」という感覚が少しずつ芽生えてき

た。 

情報交換 

• コロナ禍では交流はほとんどなかったが、自地域での活動が制限

される中で、他地域の民生委員等と連携した方が、知見が深まる

だろうと考えていた。 

• 仙台市若林地区から交流の申し込みがあり、実施するに至った。 

• 他地域の民生委員等との交流により、民生委員等の業務の幅が

広がると考えている。 
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• 経験の少ない民生委員等は福祉に対する関心度が高くないた

め、情報連携や交流に参加してもらえないという課題感がある。 

若い世代とのコミュニケーション 

• 「地域のため」、「高齢者のため」という基本的な方向性はずれて

いないと考えている。 

• 働いている民生委員等もいるため、定例会に参加できない人も多

く、資料や定例会での議論を共有する形で、コミュニケーションを

取っている。 

• 既存の民生委員等同士での交流会や視察も企画しており、互い

に支え合う関係性が構築できるようにしている。その中で、若い世

代とのコミュニケーションの機会を増やしている。 

新しい民生委員等の担い手確保に

ついて 

• 高齢化率が 40%程度であり、若い人が集まりにくい状況がある。 

• 現在、社会福祉協議会と一緒に福祉に関する授業を学校に取り

入れてもらう活動を行っている。若い世代の人に、少しでも福祉に

ついての関心を持ってもらうことが狙い。 

• 小学校では出前授業、中学校では昔の行事を教えるイベント等

に、民生委員等が対応している。 

• 町内会長、自治会長に民生委員候補を聞き、実際に訪問するよう

にしている。 

• 行政機関の担当職員とも連携して、欠員がある地区の対応を進

めるようにしている。 

担い手確保の成功の要因 
• 湯沢市の場合、人口が少なく、町内会長、自治会長も顔見知り

で、知っている関係性の中で話ができる点が大きい。 

 

（２）宮城県仙台市若林区 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

就任の経緯等 

• 民生委員等としての活動は 10年以上。 

• 町内会長からの勧めで民生委員になった。 

• 農村地域ということもあり、地域の顔見知りが多かった。小学生の

下校の見守り活動等をやっており、違和感なく民生委員の業務が

できている。 

• 60歳を過ぎてから民生委員の存在を知った。 

• 福祉に関する知識は活動を通じて徐々に身につけた。 

情報交換 

• 東日本大震災の時に、避難所の区分けをどのようにしたら良いか

分からずに困難に直面した。その時に初めて、他地域との情報共

有が大切だと分かった。 

• 津波で自分の土地にいられなくなった人が移動してきたため、日

頃より近隣の行政機関や単位民児協と協力体制を築いておくこと

が重要だと考えている。 

• 震災を経験したことのある他の地域（兵庫県など）の民生委員等と

の連携を深め、知見を広げることの重要性を認識している。 

• 様々な地域に仙台市若林地区からの交流提案を実施している。

他地域の民生委員等との交流により、業務の幅が広がると実感し

ている。 

若い世代とのコミュニケーション 

• 民生委員等の若返りに向けた取組を進めている。以前と比べ、67

歳未満の民生委員等が多くなった。50代も１名いる。 

• 民生委員等の業務の趣旨を理解している人が多く、地域で何かを

したいという方が多い。 
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• 既存の民生委員との交流会や視察を通じて、支え合う関係性を構

築し、若い世代との接点を増やしていく方針。 

新しい民生委員の担い手確保 

• 高齢化率が 40%程度の中、若い人の参加を促す活動に苦労して

いる。 

• 社会福祉協議会と協力して、学校での福祉に関する授業やイベン

トを実施し、若い世代の関心を引きつけようとしている。 

• 町内会長や自治会長からの推薦を受けて民生委員候補を訪問

し、担い手確保を進めている。 

担い手確保の成功要因 
• 地域社会の繋がりやコミュニティ内での信頼関係が民生委員の担

い手確保に重要な役割を果たしている 

 

（３）大阪府吹田市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

就任の経緯等 

• 地域活動に対する熱意を背景に、PTA での経験を活かして民生

委員の役割を受けた。 

• 地域の福祉向上に貢献する意志が、新たな挑戦への動機となっ

ている。 

• PTA 活動で培ったコミュニケーションスキルが、民生委員としての

業務に役立っている。 

ハイブリッド会議の導入 

• それぞれの民生委員等が多忙であることに対応するため、より柔

軟に参加できるよう、対面と Zoom を組み合わせたハイブリッド会

議が実施されている。 

• 吹田市の担当職員がテクノロジーを活用することで、民生委員等

の負担を減らし、参加しやすい条件を整えてくれている。毎回の定

例会で困っていることがないか聞いてくれる。 

• 仕事や家庭の事情に忙しい民生委員等であっても、柔軟に対応し

てくれていて、会議に参加できる環境を整えてくれていた。それに

加えて最近ではオンラインツールを利用するようになった。 

技術の活用 

• ホームページ上で会議の動画も閲覧でき、名刺もオンライン発注

ができるように整えてくれた。それだけでなく、タブレットの導入や

アプリの利用可能性も検討されており、これも事務作業の負担を

軽減し、業務への参加を容易にすることに効果があると考えてい

る。 

• 新任の委員さんが研修動画を見られるようにしたり、自分のタイミ

ングで学習できるように整えてくれようとしている動きもある。資料

へのアクセスや情報共有を容易にしてくれようと色々やってくれて

いる。 

• 新しい技術について、初歩的なところから教えてくれる勉強会のよ

うなものも実施してくれている。 

就労と民生委員等のバランス 

• 昔から、民生委員等には、自分の能力や時間に合わせて活動す

る自由が与えられていて、無理をしたことはない。 

• 新しく入ってきた民生委員等の方に対しても、過度な負担を避ける

ため、ボランティアとしての活動を促している。あくまでもできる範

囲で力になることが大切と伝えている。 

• ハイブリッド会議やホームページで後から動画を確認できることに

よって、より便利になっていくと思う。 

• 就業時間外に活動を行うことで、フルタイム勤務と民生委員等とし

ての役割を両立させた。 
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若い世代とのコミュニケーション 

• 委員会内での年齢差を乗り越えるため、相互理解と尊重の精神を

持って接した。 

• ギャップを埋めるため、積極的に意見交換を行い、多様な視点を

取り入れた。 

• 年齢関係なく、地域のために共同で取り組む重要性を実感した。 

 

（４）富山県高岡市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

就任の経緯等 

• 最初は「絶対ない」と思っていたが、何度も就任を依頼され、不安

を抱えながら就任した。 

• 経験豊富なメンバーがほとんどで心強かった。 

• 協力してくれる人が多く、フルタイムで働きながら活動できた。 

• 経験豊富なメンバーの支援を得て、徐々に業務に慣れていくこと

ができて、非常に良い環境だった。 

研修について 

• 初期は「そうなんだ」という感じで、目の前に具体的な課題がない

ため、経験と照らし合わせることが難しく、深い理解には至らなか

った 

• 2期目には、他のベテラン民生委員の支援で、実際に課題解決に

取り組み、研修の意義を感じられるようになった。 

• 研修の内容は有意義であると感じており、仕事で研修に出席でき

なかった人は定例会で DVD を見ることができたらいいと思ってい

る。 

• 定例会は夜だが研修は昼間の開催のことが多く、有給を取得して

参加している。 

新任委員とのコミュニケーション 

• 担い手確保は地区ごとの持ち回りで行われているため、新人の割

合が高いが、若い人が入ってくる訳ではない。 

• 外部から長く委員をするのは良くないことだと干渉があるため、せ

っかく教育しても 1期、2期で入れ替わってしまう。 

• そのため１０年前と比較すると現在の人の質に課題があると感じ

ている。特に、能登震災など緊急時の対応が大きな負担となって

いる。 

新しい民生委員の担い手確保 

• コロナの直前に「民生は長いことするべきではない」という話が出

たことで、2/3の委員が辞めたため、それ以降は新任委員の獲得

を地区持ち回りで実施している。 

• やめる人は次の人を見つけてから辞めるので、充足率は下がって

いない。 

就労と委員のバランス 

• 定例会が夜に設定されていたことが、就労しながらの参加を可能

にしている。 

• 仕事だけじゃなく主婦の仕事もあるので活動のスケジューリングに

柔軟性を持つメンバーが多い組織だと取り組みやすい。 

• 研修を通じて民生委員としての役割や活動に関する基本的な理

解を深めることが、活動の質を高め両立するために不可欠である

ため、それだけは初期から有給を取得して参加していた。 

• 昼間の活動や研修会への参加が免除されるなど、フルタイムで働

きながらでも委員活動に参加しやすい環境が整っていたことで救

われた。 
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• 経験豊富なメンバーからのサポートが、初期の不安や精神的負担

を軽減してくれた。同僚からのアドバイスや共有される経験は、仕

事で忙しいながらも課題を解決する上で非常に助けとなった。 

 

（５）静岡県富士宮市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

地域との連携 

• 見守り活動は地域全体で住民の安全を確認できるので、民生委

員の見回り負荷を低減している。 

• さらに機能性も高く、新聞配達員からの報告は警察の迅速な対応

を促している。 

• 地域コミュニティや関連機関と協力して、地域の安全網を構築して

いる。 

住民との関わり 

• 有事の際の支援体制構築のために、町内会非加入住民への登録

を促している。 

• すべての住民が地域活動に参加しやすい環境を整備している。 

研修の内容と重要性 

• 民生委員は解決役ではなく、パイプ役としての位置づけが強調さ

れている。 

• 相談された場合は適切な相談窓口に繋ぐことが主な役割であるこ

との周知により負担感が軽減されている。 

• 研修では、相談窓口を多く知っておくことの重要性が教育されてお

り、これが民生委員の支援活動の質を高める上で重要とされてい

る。 

新しい民生委員の担い手確保 

• 新しい民生委員の募集と教育に注力し、地域のニーズに対応でき

る後継者となる人材を育成している。 

• 地域の様々な機関との連携を強化し、情報共有を通じて支援体系

を充実させることで、新しい委員が活動しやすい環境を整備してい

る。 

広報活動の工夫 

• カラー写真付きで地域活動を紹介し、特に 3世代交流の取組を強

調する広報誌の工夫。 

• 地域限定配布とすることで、地域の結束を強化し、活動への関心

と参加を促す。 

• 年 1回の更新を通じて最新の活動情報を提供し、地域住民への

情報アクセスを改善。 
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第４章 行政機関に対する調査 

１．行政機関に対するアンケート調査 

１）目的 
民生委員等の業務実態や、担い手確保に向けた課題を詳細に分析するため、委嘱状況等の基礎

情報を確認しつつ、行政機関としてどのように現状を捉えているかを明らかにする目的から、行政機関

に対するアンケート調査を行った。 

 

２）課題の仮説 
アンケート調査を行う上で、市区町村における民生委員等の担い手確保に関する課題の仮説を以

下のように設定した。 

 

（１）制度・環境整備に関する事項 

✓ 民生委員の活動を補佐する役割を設置している自治体では、民生委員活動への理解があり、

委嘱率が高いのではないか。 

✓ 活動報告の集計でオンライン化を進めている等業務量の負担軽減策を進めている自治体は、

委嘱率が高いのではないか。 

（２）一斉改選時の担い手確保に関する事項 

✓ 一斉改選時に、推薦準備会を設置している地域は委嘱率が高いのではないか。 

✓ 一斉改選時に、行政が担い手確保に積極的な地域は委嘱率が高いのではないか。 

（３）情報発信に関する事項 

✓ 効果的な情報発信チャネルが選択されておらず、潜在的な担い手に必要な情報が伝わってい

ないのではないか。 

✓ 民生委員の制度や役割に関する情報が未整理のため、潜在的な担い手に民生委員の価値が

伝わっていないのではないか。 

（４）環境要因に関する事項 

✓ 若年人口が少ないことが担い手不足の深刻化につながっているのではないか。 

✓ 壮年期人口が少ないことが担い手不足の深刻化につながっているのではないか。 

✓ 地域住民と地域のつながりが希薄化したことで担い手候補者にアプローチする事が難しくなっ

ているのではないか。 

✓ 町会等、既存の推薦候補者の輩出母体に固執し、地域活動の縮小に伴い候補者が見つけづら

くなっているのではないか。 

✓ 地域住民の抱える福祉課題の多様化により、民生委員に広汎な専門性やスキルが求められ負

担になっているのではないか。 
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３）調査の内容及び方法 
上記「２）課題の仮説」に基づき、アンケート調査の調査票を作成した。その後、厚生労働省への協

議を行い、調査検討委員会における各委員からのコメント等も踏まえ、調査票の内容を確定した（詳細

は「第７章 資料集」を参照。） 

アンケート調査の実施に当たっては、以下のスケジュールで作成し、厚生労働省を経由して全ての

行政機関に配布し、回収及び分析を行った。 

 

✓ 令和５年 10月４日  第１回調査検討委員会 

（修正・確認作業） 

✓ 令和５年 10月第３週 クエスタントにてアンケートフォームを作成 

✓ 令和５年 10月 23日 全都道府県へメールにて配布 

✓ 令和６年１月中旬以降 データ分析 

 

４）分析結果 
調査票は、市区町村から、有効回答数 1,024件を回収し、分析を行った。 

 

（１）一斉改選時の委嘱率の推移 

民生委員については、平成 28年 12月においては、半数以上が委嘱率 100%を満たしていたが、令

和４年 12月時点で委嘱率 100%を達成している市区町村は４割弱にまで低下。 

 

【民生委員の委嘱率】（n=1,024） 

【主任児童委員の委嘱率】（n=1,024） 
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（２）担い手確保の取組の実施状況 

担い手確保の取組をしている市区町村は 16.6%、65歳以下の民生委員等を増やそうとする取組を

実施している市区町村は 3.6%であった。 

 

【新任委員獲得や既存委員の定着等に関して、市区町村独自で進めている取組はあるか】（n=1,024） 

 
 

【市区町村独自で進めている取組は成功したと思うか】（n=170） 

 

【新任委員獲得や既存委員の定着に関して、65歳以下の民生委員等の割合を増やそうとする取組を実施して

いるか】（n=1,024） 
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（３）（市区町村から見た）負担となっている活動について 

民生委員等へのアンケート調査では、負担に感じている業務は「訪問活動」及び「行事・事業・会議

への参加協力」であったが、市区町村の視点では、「調査・実態把握」、「相談支援」及び「訪問活動」

が負担になっている業務として認識している実態が明らかになった。（n=1,024） 

 

（４）業務量に対する認識と負担軽減の取組の関係性 

民生委員等の業務量の多さとそれに伴う負担感が、担い手確保に影響を及ぼすという認識は市区

町村の職員には広まっている（「非常に影響が大きい」、「影響が大きい」と回答したのは全体の約

95%）。他方、負担軽減のための具体的な取組を実施しているのは３割にとどまっており、多くの場合で

対策が十分ではないことが判明した。 
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（５）オンライン化の実施有無と具体的な施策について 

活動報告等をオンライン化しているのは全体の 15.9%であった。最も実施されているオンライン手段

は E メールの活用であった。 

 

【民生委員等からの活動報告の集計・回収について、文書や FAX以外のオンライン方法で実施していますか】

（n=1,024） 

 

【どのようなオンライン手段で集計・回収していますか】（複数回答可）（n=163） 

 

「その他」と回答を行った市区町村について、具体的な回答内容を確認したが、「Excel ファイルでの

提出（＝E メール）」、「LINE アプリによる報告（＝SNS）」がほとんどであった。効率的な集計の具体的

事例について、詳細は「第７章 資料集」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

34 

 

（６）就労者の時間確保の課題認知とオンライン化実施の関係性 

民生委員等からの活動報告の集計及び回収をオンライン化している市区町村は全体の 16%にとど

まった。また、民生委員等にとって、仕事で時間が確保できないことがどのように影響しているか調査

を行ったところ、「非常に影響が大きい」と回答した市区町村のうち、集計及び回収をオンライン化して

いる市区町村は 16%だった。このデータは、時間確保の課題に対する解決策としての集計及び回収の

オンライン化の取組が、まだ多くの市区町村で十分に実施されていない現状を示唆している。 

 

 

 

（７）民生委員等の候補者への働きかけの実施 

推薦母体や地域住民に候補者推薦の働きかけを行なっている市区町村は約７割であり、具体的に

は推薦母体への会合の出席による推薦依頼が５割弱と最も多かった。 

 

【一斉改選時の後任選定時に、市区町村として推薦母体や地域住民への働きかけを行いましたか】（n=1,024） 

 

 

【具体的な働きかけ内容】（n=747） 
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（８）現状の民生委員等に求められるスキル 

民生委員等に求められるスキルとして、「コミュニケーション能力」と回答する市区町村が最も多く約

９割であった。ついで、「地域福祉課題に関する知識」、「地域の支援機関に関する知識」との回答が多

かった。（n=1,024） 

「その他」の回答の具体的な内容を確認したところ、「繋げる力」、「共同・協働・協同の精神」、「傾聴

力」、といった回答であった。また、自由記述の中には、「当然、スキルはあればあるだけ良いが、個々

人の余力の範囲で行うボランティアであるため、「求められるスキル」という考え方自体に疑問があ

る。」といった回答もあった。 
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（９）情報発信において連携が必要だと考える関係機関 

民生委員等の担い手確保を行う上で、情報発信を連携して行う必要がある関係機関として、「社会

福祉協議会」と回答する市区町村が最も多かった。ついで、「行政機関（他部署など）」、「地域包括支

援センター」との回答が多かった。（n=1,024） 

「その他」の回答の具体的な内容を確認したところ、「自治会／町内会」、「学校／PTA」、「居宅介護

支援事業所」、「基幹相談支援センター」、「（地方紙等の）メディア」といった回答であった。【追記予定】 

 

 

 

（10）民生委員等の活動を補佐する役割 

民生委員等の活動を補佐する役割を設置しているかどうかについて調査を行ったところ、設置して

いない市区町村が全体の 75.4%であることが分かった。（n=1,024） 
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次に、民生委員協力員や福祉協力委員のような、民生委員等の業務を補佐する役割の人がどのよ

うな業務を担当しているか調べたところ、「地域福祉活動」、「相談・支援」、「行事・事業・会議への参加

協力」の順で回答が多かった。（n=275） 

民生委員等へのアンケート調査では、負担に感じている業務は「訪問活動」及び「行事・事業・会議

への参加協力」とされているが、民生委員等の業務を補佐する役割の人には、これらの業務も含め、

幅広く民生委員等の業務の一部を担っていることが分かった。 

「その他」の回答の具体的な内容を確認したところ、「民生委員等の支援」、「訪問活動」、「普及啓発

活動」という内容であった。 

 

 

 

このような民生委員等を補佐する役割の人を配置することの効果を調べたところ、「民生委員の物

理的業務負担軽減」、「民生委員の精神的業務負担軽減」の回答が多かった。（n=275） 

「その他」の回答の具体的な内容を確認したところ、「民生委員候補者の育成」や「単位民児協のサ

ポート」、「地域住民への重層的支援」という内容であった。 
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次に、他の都道府県や市区町村に居住しながら、民生委員協力員や福祉協力員のように、民生委

員等の業務を補佐する役割として民生委員等の業務に参画している人がいるかどうか調査したとこ

ろ、「いる」と回答した市区町村は５箇所あり、その効果に関する回答を整理すると以下のとおり。補佐

する役割の人が市区町村に居住しているかどうかに関わらず、その効果は同様の傾向を示していると

いえる。 

 

効果 A 村 B 市 C市 D市 E 市 

民生委員の物理的業務負担軽減 ― ○ ○ ○ ○ 

民生委員の精神的業務負担軽減 ○ ○ ― ― ○ 

普段の推薦母体とは異なる担い手の流入 ― ― ― ― ― 

若年層の活動への流入 ○ ― ― ― ○ 

仕事の知識を活用 ― ― ― ― ― 

従来の地域の関係性にとらわれない積極的な活動の展開 ○ ― ― ― ○ 

欠員の補充 ― ○ ― ― ○ 

専門知識を有している ― ○ ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― 

 

上記の５箇所の市区町村における協力員の課題は下のとおり。 

 

効果 A 村 B 市 C市 D市 E 市 

主たる推薦母体からの反発 ○ ― ― ― ― 

地域住民との信頼関係構築が困難 ○ ― ― ― ○ 

地域の関係機関に関する知識や情報の欠如 ― ― ― ― ― 

担当業務が部分的で活躍の幅が狭い ― ― ― ― ― 

活動時間の確保 ○ ○ ― ○ ― 

活動していく中での地域への関心低下 ― ○ ― ― ― 

継続率が低い ― ○ ― ― ― 

活動費の支給等の財政的負担 ― ― ― ― ― 

夜間や休日などの対応が難しい ○ ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― 

 

（11）都道府県へのアンケート結果について 

都道府県に対しては、市区町村向けとは異なる調査票を配布し（詳細は「第７章 資料集」を参

照。）、36件の回答を得た。 

「都道府県で進めている取組は成功したと思いますか」の設問に「そう思う」と回答した都道府県のう

ち、「成功した要因とそう思われる理由」として、具体的な回答の記載があった内容は以下のとおり。 

 

【成功した要因とそう思われる理由】 

十分な準備期間の確保 
一斉改選の自治体向け説明会を、改選前年度の 11月頃に開催して、推薦まで

の時間を多く設けていることが、成功している要因と考えている。 

広報関連 

広報媒体での周知や活動費の増額等を実行したことが、成功している要因と考

えている。 

県の広報誌は、大量かつ全県域への配布を行うことができる点が成功した要因

だと考えている。 
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負担軽減 

民生委員・児童委員協力員制度の導入によって、委員の負担軽減や協力員か

ら民生委員等への移行等が図られ、委員活動の継続及び新たな担い手の確保

に繋げることができたため。 

民生委員の実態を踏まえ

た施策の実行 

実際に民生委員として活動されている方や、学識経験者、自治会関係者と協議

の上、施策を実行したことが要因であると考えている。 

年齢要件を、原則として 75歳未満から、78歳未満への引き上げを行ったこと

が、要因だと考えている。 

 

都道府県として、新任民生委員の確保に関して実施した施策について、具体的な回答の記載があ

った内容は以下のとおり。 

 

【新任民生委員の確保に関して実施した施策】 

広報関連 

地元紙に民生委員児童委員活動の様子を掲載している。 

将来的に民生・児童委員候補者として期待できる新規人材の確保に努めるとと

もに、経験豊かな民生委員・児童委員の OB の力も活用しながら、地域の中で

様々な民生・児童委員活動に協力依頼 ・候補者・推薦機関向けパンフレット作

成など市区町村の取組に対し補助（1/2）を実施している。 

県の広報誌への民生委員に関する記事の掲載（年１回程度） 

県職員退職者あてにチラシ「民生委員・児童委員になりませんか」を配布。  

商工会議所連合会の掲示板へチラシ「民生委員・児童委員になりませんか」の

データを掲載。 

地元紙に民生委員児童委員活動の様子を掲載している。 

候補者推薦に活用してもらうためのチラシを作成し、市町村へ配布した。 

負担軽減 民生委員・児童委員協力員制度を導入した。 

民生委員の実態を踏まえ

た施策の実行 

民生委員なりて確保検討会を設置し、民生委員に関する広報や、委員の確保

策について検討を実施。検討会の意見を踏まえて広報物の作成等を実施した。 

推薦時の年齢基準に関する規定を撤廃した。 

令和４年度の一斉改選に向け、新たな担い手の確保や、民生委員を長く続けて

いただけるような環境を整えるため、市町からいただいた意見を踏まえ、民生委

員定数条例を改正し、民生委員の定数を２名増員したほか、県の選任要領に定

める年齢要件を、原則として 75歳未満から 78歳未満への引き上げを行った。 

 

また、都道府県として、既存の民生委員等の定着等に関して実施した施策について、具体的な回答

の記載があった内容は以下のとおり。 

 

【既存民生委員の定着等に関して実施した施策】 

広報関連 広報活動を充実させた。 

民生委員の実態を踏まえ

た施策の実行 

研修の開催や事例集の配布、活動費の増額を実施した。 

班活動の立ち上げ・運営を導入した。 

民生委員・児童委員が困難な事案を一人で抱え込むことが無いよう、民生委

員・児童委員の役割やつなぎ先等を示したガイドラインを作成し、各市町村に配

布するとともに、県ホームページに掲載した。 

負担軽減 民生委員・児童委員協力委員制度の導入、委員用研修教材の充実を行った。 
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２．市区町村に対するヒアリング調査 

１）調査の内容及び方法 
市区町村に対するアンケート調査に加え、民生委員の担い手確保という課題に対して、どのような

取組が必要かを検討する際の詳細情報を得ることを目的に、市区町村に対して、オンラインによるヒア

リングを行った。実施に当たっては、事前に回収したアンケート調査の回答を踏まえ、民生委員等の充

足率が 100%近く、かつ以下の要素を含む市区町村を対象に行った。 

（１）オンライン化含め、民生委員等の確保のために、定例会議等の開催方法を工夫している。 

（２）コミュニケーションを積極的に行い、担い手確保に取り組んでいる。 

（３）関係機関と連携した効果的な取組を行なっている。 

 

２）ヒアリング概要 
（１）秋田県湯沢市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

担い手について 

• 見守り活動等の民生委員活動に時間を確保できる、60歳以

上の退職をされた方でないと、民生委員等を引き受けていだ

くことが難しい状況。 

• 60歳未満の民生委員等もいるが、自営業の人が多いという

イメージ。 

• 市区町村としては、年齢にこだわるということはなく、それぞれ

の地域で、しっかりと業務を進めてくれる人であれば良いと考

えている。 

地域との関係性について 

• 地域が一丸となっていないと、民生委員等の選出が難しい。

一丸となれるように整備するのが市区町村の役割だと考えて

いる。推薦準備会を設置して、環境整備をしている。 

• 地域では年齢層に応じて、民生委員の活動を知らなかった

り、関心がなかったりするのが現状 

市区町村としての関わりについて 

• 民生委員定例会（月 1回開催）には必ず市区町村の職員が

出席する。その他社会福祉協議会、基幹相談支援センター

等関係機関が出席している。民生委員と関係機関が常に連

携できる体制を構築している。 

• 以前は、行政の担当者が出席せず単位民児協にお任せとい

うスタンスだったが、その状況を改善して、関わりの頻度を増

やし、お互いが情報共有出来る体制を整えている。 

 

（２）東京都多摩市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

会議のオンライン開催について 

• コロナ禍で集まって会議をすることが不安に感じる人が多か

ったため、事務局（市区町村）側でやり方の工夫を検討し、会

議のオンライン開催を提案した。 

• 定例の会議 は、月１回、会長会として役員が集まる会議と、

一斉に集まる会議があったが、定員が約 90名であり、一斉
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に集まることは難しかった。したがって、会議を２回に分けて

開催する工夫をしていた。 

• 令和３年 11月からオンライン開催を提案し実施。以降、オン

ラインで開催している。現状、コロナが５類移行したこともあ

り、対面で会議を開催したいという声も増えている。働きなが

ら民生委員等の業務を担当している方への配慮も含めて、年

に何回かはオンライン開催とする方向で議論している。 

働きながら業務を行うことの工夫につい

て 

• 大きな会議については、同じ内容を２回開催し、昼の回は対

面、夜の会は対面・オンラインのハイブリッド開催とした。役員

や事務局職員は２回とも出席した。参加した民生委員等から

は、好感触を得ている。 

• 試験的にハイブリッド開催、夜の回の開催を行ったが、今後も

継続していきたい。 

• 働きながら業務を行う民生委員等は、仕事を複数回休んで会

議に出席できないため、もどかしさを感じていると聞いてい

る。 

• 会議の様子をビデオで録画して、その内容を後日見てもらう

ことを検討中。 

その他のオンライン化の取組について 

• （東京都では民生委員等にモバイル PC が配布されており）

紙の資料がなくなったことについては、「良くなった」という声

が多い。不便な点への指摘もあるが、乗り越えられると考え

ている。 

• 多摩市では、毎月の集計に必要な情報収集をオンライン化し

た。多摩市内で別の部局がすでに活用していた LoGoフォー

ムを使用している。LoGo フォームの使用料は、多摩市役所と

して負担しており、民生委員等の担当部局では予算化してい

ない。 

• 自宅にインターネット環境がないと使えないため、全ての民生

委員等が使えている状況ではないが、オンライン集計を導入

したことで、事務局（市区町村）職員の手間が削減されてい

る。 

担い手確保の取組について 

• 令和２年度に担い手確保の取組について検討会を行い、そこ

で整理された取組を全て実施したが、令和４年 12月の改選

で人が集まらなかった。他の市区町村にヒアリングすると、自

治会との連携強化をしており、多摩市はその要素が弱いと考

えている。 

• 現在は、令和２年度の検討会の振り返りをしており、それを踏

まえて今後の取組を決めていく予定。 

65歳以下の民生委員等を増やす取組

について 

• 地域福祉に関わっていない人を巻き込んでいく必要があると

考えており、その観点から 65歳以下の方を増やしたいと考え

ている。多摩市独自の視点。 

• 大学生に民生委員等を委嘱できないかを検討しているが、他

の市区町村での事例が見つかっていない状況。 

• 民生委員協力員の制度を導入し、若年層に知ってもらうこと

ができないかということも検討している。 

班活動について 

• 地区が近い民生委員等同士で班を組んで、互いにアドバイス

等ができるように、「班活動」を行なっている。 

• 東京都の指定民児協事業として、2014年から 2017年に事

業を受託し実施した経緯があり、効果があると考えたため、

事業期間終了後も継続している。 
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• 特に１期目の民生委員等は、会議に出るだけでは分からない

ことを、同じ班の民生委員等がフォローしてくれている。 

• １つの単位民児協に、４〜５の班活動があり、１班に４人程度

が所属している。その中に新任の民生委員等が１名程度い

る。 

 

（３）富山県高岡市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

地域との関係性について 

• 充足率は 100%を維持しており、地域の方の、必ず選出しなけ

ればならないという思いや協力によって実現できている。 

• 単位民児協の会長が何人もの候補者を直接訪問して、推薦

してくれている状況。 

地域企業との連携について 

• 地域企業や生協等、約 10社と協定を結び、宅配の時にお弁

当が回収されない等があると、連絡を受けられるようにしてい

る。見守りの目を増やす観点で実施している。 

市区町村としての関わりについて 

• 広報誌で特集ページを作り、周知活動に力を入れている。 

• 民生委員等の業務を勘違いしている人が多いと感じる。雪か

きや買い物代行は業務ではなく、適切な人を繋ぐのが民生委

員等の役割。過剰な業務の依頼は断って良いことを、民生委

員等に伝えており、トラブルになった場合には市区町村が間

に入って解決していくことにしている。 

• 市区町村の中で、民生委員等の相談の場という「入口」を広

げ、それぞれの分野の相談支援を基本としながら、他の相談

が来たにも、受けとめて、繋ぐ仕組みを令和６年度から実施

する予定。 

• 市区町村としては、地域の町内会や自治会、企業に対して協

力依頼の文書を発出することを始めている。 

働きながら業務を行うことの工夫につい

て 

• 働きながら民生委員等の業務を行なっている方が 205名お

り、そのうち、所属している会社に協力依頼書を提出してくれ

た人が 20名いた。 

• 協力依頼書がなくても、理解してくれている企業も多いが、協

力依頼書があるおかげで、重要な役割を担っていることを初

めて知る企業の経営者もおり、継続していきたい。 

• 新任の民生委員等向けの研修を、今年度は初めて２回開催

し、昼の会、夜の回とした。夜の回を開催することで、参加し

やすくなったという声を聞いている。 

 

（４）静岡県富士宮市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

担い手確保の取組について 

• ８つの地区の区長と民生委員等の距離が近く、欠員が出ると

他の民生委員等がフォローしたり、区長と民生委員等で協力

して、早期に欠員を解消しようという動きを取っている。 

• 市区町村としても、欠員が出ている際に、推薦母体の区長に

依頼する際に定期的に連絡を取り必要に応じて追加資料を

作成しお渡しすることで、欠員期間が短縮できるよう努めてい

る。。 
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• 60代未満の民生委員等が 30人程度いるが、若い候補者に

対しても区長が訪問して依頼をする等、丁寧に対応を進めて

いる。 

• 働きながら民生委員等の業務をやっている人からは、定例

会、研修会、地域の見守り活動、行事等に参加することが大

変という声をよく聞く。会社に説明することが難しいという状況

を解決するために、地域貢献をしている社員がいることでメリ

ットを感じられる仕組みが考えられないかと思っている。 

民生委員等の負担軽減について 

• 民生委員等だけでは、地域の見守り活動の全てをカバーでき

ないため、地域包括支援センターと連携してカバーできるよう

にしている。精神的な負担を軽減する取組という位置付け。 

• 加えて、地域企業（電力・ガス・水道等のインフラ企業、新聞

配達等の自宅を訪問する事業を行う企業）と連携協定を結

び、「見守り安心事業」として参加してもらっている。現在約 30

社と連携協定を結んでいる。 

• 連携協定を結んでいる企業から、地域包括支援センターや市

区町村に連絡が入り、必要に応じて民生委員等にフィードバ

ックがあるという流れ。 

• 連携協定を結んでいる企業向けには業務フローを整理して提

供している。 

• 民生委員等と警察の連携はほとんどないが、一部の民生委

員等は保護司を兼務しており、保護司の立場から警察と連携

しているケースがある。 

市区町村としての関わりについて 

•  

• 事務局が社会福祉協議会であり、担当職員と地区社協担当

職員等が各地区定例会に出席し地域の情報を共有してい

る。 

• 市が委託する地域包括支援センター職員は、各地区の定例

会に出席しており、民生委員が活動中に疑問に感じた内容を

その場で共有でき精神的な負担の軽減につながっている。 

• 行政も直営の地域包括支援センターがあるため、該当地区

の定例会に出席し情報共有をしている。 

• その他の部署も情報共有するために定期的に定例会に出席

している。 

•  

 

（５）大阪府吹田市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

オンライン化について 

• コロナ禍のタイミングで会議をオンライン化していたが、吹田

市でも民児協の会長が中心になってオンライン化を進めてき

たという経緯。 

• 民児協会長のリーダーシップのおかげで進んでいる。会長か

らの提案があり、市区町村側もオンライン化を進めてきた形。 

• 民児協に補助金を出しており、オンライン化対応を進めてい

る。具体的には、ホームページの制作、名刺の注文、マニュ

アルの掲載、研修動画の掲載等。 
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• 来年度からは、公式 LINE を開設し、民生委員等に対して必

要な情報をプッシュ型で届け、情報の見逃しを防いだり、情報

にアクセスしやすくしたい。 

• 民生委員等の利便性が高まるだけでなく、結果として市区町

村側の手間も省ける形になったため、うまく進められていると

感じている。 

民生委員等向けの研修について 

• 新任委員向けの研修は、４月、８月、12月に実施。全ての民

生委員等向けの研修は年に１回実施している。大阪府全体

で、民生委員等を対象にした研修が年７〜８回、実施されて

いる。 

• 研修に参加できない人については、研修風景を撮影した動画

をホームページ上で限定公開している。 

• 講義形式の研修はできるだけオンライン化するようにしてい

るおり、撮影したものを後日配信する。 

担い手確保の取組について 

• 民生委員等の業務を紹介するチラシを作っており、半数程度

が働きながら業務に関わっていることを発信している。 

• 定例会も土曜日や夜に開催し、出席できない人には資料を後

日、届けるようにしている。定例会は公民館で開催しており、

午後 10時まで使える状況。 

• 市の退職者説明会や特別養護老人ホームの施設管理を行

なっている方が集まる会議に参加し、民生委員等の活動紹介

をしている。現在、福祉に関わっている人は、民生委員等の

活動を理解しやすいため。 

 

（６）愛媛県今治市 

ヒアリング概要は以下のとおり。 

 

見守り推進委員について 

• 高齢者の見守り専門の方を委嘱し、民生委員等と連携しなが

ら業務に取り組んでもらっている。民生委員等の負担軽減に

繋がっている。 

• 謝礼として交通費込みで月 2,000円を支払っている。 

• 見守り推進員の担い手を探すことをしなければならないこと

が負担になる側面もある。 

• コロナ禍で地域の行事等がないと、直接、会う機会が少なく、

見守り推進員の後任を探すことも難しくなっている。 

市区町村としての関わりについて 

• 民生委員等の業務を勘違いしている人が多い。地域住民の

相談を受けて、市区町村に繋ぐことが民生委員等の本分。業

務依頼があった際には、民生委員等の業務を説明するように

している。 

• 近隣トラブルの解決を依頼される民生委員等もいるが、民生

委員等は相談を関係機関に繋ぐ役割であり、解決を求めるこ

とはできないことを伝えるようにしている。 

研修機会の確保について 
• 県の研修会に参加するための旅費を市区町村として負担し

ている。 
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第５章 試行的取組等 

１．背景及び目的 
民生委員等の新たな担い手確保の実現に向けては、既存の民生委員と同年代の潜在層の取り込

みに加え、これまでとは異なる若年層の取り込みも重要となってくる。令和４年の改選時には、83%が

60歳以上で構成されており、40代〜50代は合わせて 16%と非常に少ない状況であり、これらの若年

層に対する施策を検討する必要がある。実際、令和 4年度内閣府「社会意識に関する世論調査」によ

ると、40代が最も社会貢献意識が高く、50代の社会貢献意識も強いことから、民生委員等にこれまで

と異なる 40～50代の層を巻き込める可能性は十分にあると想定される。一方で、地域への関りが薄

い/無い人物が急に民生委員等の業務を担うことは難しいことが想定されるため、潜在層が、まず地

域の人間関係作りを始めること促すことが必要とも考えられる。 

そこで、潜在的な担い手層と考えられる「社会貢献意識が高い」人に対して、地域の福祉の現状を

把握してもらい、民生委員等の業務に気づいてもらうことを目的に、大阪府大東市にてワークショップ

実施等を含む試行的な取組を実施した。 

 

２．試行的取組の内容 

１）概要 
大阪府大東市及び大東市において、単位民児協の事務局を担う、大東市社会福祉協議会（以下、

「大東市社協」という。）の協力をいただき、試行的な取組を実施した。試行的な取組のコンセプトは以

下のとおり整理し、事前に大東市及び大東市社協と共有を行なった。 

 

【試行的取組で実現したいこと】 

• 地域貢献に関心を持つ個人を結びつけ、地域社会への参加の原動力と地域の現状についての洞察を提

供するとともに、コミュニティへの愛着、意見交換、主体性を育むことを目的に、イベントを開催。イベントの

中では、参加者とともに、ワークショップを行うことを想定。 

• 「地域貢献の未来を考えよう」をテーマに、参加者を募り、町内会・地域における自分の役割の可能性を探

る機会とする。 

• 「自分の住む地域がどうあるべきなのか」「そこに自分がどう関われるか」をディスカッションすることで、自

分の可能性を多角的にみることができ、新たな動機付けと力を与えることを目指す。 

• 単なるイベントではなく、つながり、学び、地域社会に良い影響を与える方法を探る機会とする。 

• 極力、「民生委員・児童委員」という言葉を使わず、参加者が自分たちの地域について考えていく過程で、

結果として、必要なピースの一つとして「民生委員・児童委員」があることに気づいていただく設計とする想

定。 

• 参加者に、地域共生に色々な形で関わることのイメージを持ってもらう。 

• 民生委員の担い手としてこれまでリーチできなかった層に対して、「民生委員をやってみても良いかも」と思

ってもらえる状態を目指す。 
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２）参加者募集 
試行的取組の参加者は、①大東市市報による募集、②調査会社の保有する人材プールの中から、

社会貢献意識が高い大東市在住の一般層から、20代、30代及び 40代の方を選出、の２通りの方法

で募集した。大東市市報経由で２名の参加、人材プールからの選出で 10名の参加を得た。 

実際の市報の掲載内容及び参加者の属性情報は以下の通り。 

 

【市報の掲載内容】 

 
【参加者の属性】 

募集経路 性別 年代 職業 在住歴 

市報 
女性 30代 公務員 ５年以上 

女性 50代 公務員 ５年以上 

人材プール 

男性 20代 パート・アルバイト/接客 20～30年未満 

女性 20代 正社員／幼稚園教諭 20～30年未満 

女性 20代 正社員／鉄道関係/技術 20～30年未満 

女性 30代 パート・アルバイト／倉庫作業 30年以上 

男性 30代 正社員／車関係/製造 30年以上 

女性 40代 専業主婦 10～20年未満 

女性 40代 パート・アルバイト／介護職 10～20年未満 

男性 40代 正社員／薬品/製造 3～5年未満 

男性 40代 正社員／医療機器/製造 10～20年未満 

女性 40代 専業主婦 30年以上 
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３）当日の様子 
令和６年１月 20日土曜日、午後２時から午後４時にて試行的取組を実施した。当日の流れは以下

のとおり。 

 

 

 

【会場の様子】 
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（１）パート１の概要 

パート１では、日常生活の中での「幸せを感じる時」等を考えることからワークショップを開始した。地

域で暮らす意味や、他者との関わりを考える時間を設定した。 

 

【資料（抜粋）】 
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（２）パート２の概要 

次に、大東市社協総務グループ・佐々木志奈主査より、社会福祉協議会の概要の説明や実施して

いる業務内容、民生委員等が果たしている役割についての説明を行った。 

 

【資料（抜粋）】 
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（３）パート３の概要 

パート３では、参加者それぞれが考える、地域の理想状態と現状のギャップ、地域の未来に対して

どんな「最初の一歩」が踏み出せるかについて考える時間を設定した。 

 

【資料（抜粋）】 

  

 

（４）事後の感想等 

当日の参加者の満足度は 4.2（５点満点）であり、「知らないことを知る機会になった」、「自分の住む

地域のことを考えるきっかけになった」といった意見が多くあった。各参加者のワークシートのキーワー

ドを整理すると以下のような関係性を見てとれた。全体として、民生委員等が地域で活動してくれてい

ることに対しての気づきや、小さな一歩としてボランティアや社会福祉協議会が主催するイベントへの

参加から始めたい、等の声を聞くことができた。 

 

【参加者のワークシートのキーワードの関係性】 

 

 



 

51 

 

３．一般層に対するアンケート調査 

１）背景及び目的 
上述の試行的取組は、潜在的な担い手層である人を対象に実施したが、地域貢献意欲の高い参加

者であっても、民生委員等の存在を知らない人も多く、業務内容を認識していなかった。 

民生委員等の新たな担い手を確保するためには、民生委員等の業務に関する広報施策を検討する

ことも重要となる。そのため、一般層における民生委員等の業務に対する認知度や、情報収集経路等

の情報を収集することを目的に、一般層に対するアンケート調査を行った。 

 

２）分析結果 
調査会社が保有する人材プールより、年齢、性別、地域を分散させた 1,112名に対して、オンライン

にてアンケート調査を行った。 

 

（１）民生委員等の認知度について 

民生委員等の認知度について年齢別の分析を行ったところ、30代〜40代において、民生委員等と

いう単語を聞いたことがない人が約４割存在することが明らかになった。一方、60代では、民生委員等

を全く聞いたことがない人は約５％であり、担い手確保を検討する上で、特に若年層における認知率

の向上が重要であることを示唆している。 
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（２）情報収集の手段について 

地域活動やボランティアに関する情報を収集する目的においては、インターネット検索やチラシ、広

報誌等を好む意向が高いことが明らかとなった。これは、情報を自分のタイミングで、必要に応じて選

択し、取り入れることが可能であり、情報の受け手がコントロールできる点が好まれていると想定され

る。 

他方、民生委員等の業務について、その認知経路の分析結果（前述）では、印刷物や回覧板は機

能しておらず、身近な人やイベントへの参加が効果的であるとの結果が得られている。 

これらの結果は、地域活動やボランティアをきっかけに地域福祉への参加者を増やしながら、その

先に民生委員等の業務と接続するための流入の導線を用意することで、民生委員等の担い手確保に

繋げられる可能性を示唆している。 
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（３）一般層へのメッセージの方向性 

地域における様々な活動について、最も参加したいと思う活動のキーフレーズについて質問を行っ

たところ、「自分ができることで地域に楽しく貢献し、安心して暮らせる場所を作っていく活動」への回答

が最も多かった。地域福祉やボランティア、民生委員等の担い手を確保する際の広報施策の参考とな

る可能性を示唆している。 
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第６章 本事業の成果と検討の方向性 

１．本事業の成果 

１）民生委員等に対する調査の成果 
民生委員等の業務は、一般的に「大変そうである」というイメージがあるが、全民児連及び単位民児

協の協力をいただき、1,978 人の民生委員等からアンケートデータを取得でき、活動実態（活動毎の頻

度や時間）等の傾向を把握することができたことは本事業の成果と言える。民生委員等の業務として、

最も想定しやすい、「相談・支援」については、全体の 69%の民生委員等が「１ヶ月あたり３件未満」、「１

ヶ月あたり３時間未満」と回答した。 

民生委員等の業務の負担感について、特に負担に感じられている業務として回答の多かった、「訪

問活動」と「行事・事業・会議への参加協力」に着目すると、「訪問活動」については、１ヶ月あたりの件

数にばらつきがあり、３件未満が全体の 26%、３〜６件が全体の 18%、７〜10件が全体の 16%という回

答であった。１ヶ月あたりの件数が比較的多い傾向のあった業務は、「行事・事業・会議への参加協

力」であり、１ヶ月あたり３〜６件と回答した民生委員等が全体の 41%であった。民生委員等の業務ごと

の分析結果の詳細は、「第７章 資料集」を参照。 

また、民生委員等へのヒアリング調査により、アンケート調査では数値化しにくい質的な情報を収集

し、民生委員等に委嘱された経緯や、業務の進め方、新たな担い手確保に向けた取組の実態に加え

て、日常業務の詳細や民生委員等が直面している課題について、具体的な情報を得ることができた。 

 

２）市区町村に対する調査の成果 
市区町村へのオンラインでのアンケート調査により、1,024件の市区町村からのアンケートデータを

取得でき、市区町村としての担い手確保に向けた取組の傾向や、オンライン化の取組の進捗状況等

について把握することができた。また、市区町村へのヒアリング調査により、民生委員等の負担軽減の

施策、新たな担い手確保に関する施策及び市区町村としての民生委員制度への関与の事例を把握

することができた。取組を整理すると、「①民生委員等の負担軽減」、「②行政機関のコミットメント」、

「③新しい担い手確保」に大別される（言及のあった市区町村名を【】で記載。）。 
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３）試行的取組等の成果 
潜在的な担い手層と考えられる「社会貢献意識が高い」人に対する試行的取組を行った。一般層が

地域の住民と繋がりを作り、地域や福祉のことを知り、具体的な一歩を踏み出すきっかけづくりの中か

ら、民生委員等の業務を知る機会に繋げていく可能性の示唆を得ることができた。 

また、一般層へのアンケート調査により、新たな担い手を確保するためのキーフレーズの方向性

や、情報発信の経路に関する示唆を得ることができた。 

 

２．検討の方向性 
民生委員制度は、大正６年に岡山県で発足した「済世顧問制度」に始まり、大正７年には大阪府で

「方面委員制度」が発足し、その後、昭和３年に方面委員制度が全国に普及したという歴史的な経緯

がある。昭和 21年に、民生委員令の公布により名称が現在の「民生委員」に改められているが、一貫

して生活困窮者の支援に取り組むとともに、特に戦後は、時代の変化に応じて新たな活動に取り組む

など、地域の福祉増進のために常に重要な役割を果たしてきた。 

行政機関（都道府県、市区町村）においては、民生委員等の「地域に対する強い思い」に対する期

待の高まりから、様々な地域課題への対応に民生委員等の協力を広く求めているが、行政機関の部

署間で民生委員等の業務の実態についての理解が一律でないケースや、民生委員等に関することを

他の機関（社会福祉協議会等）に任せてしまっているケースもあるという声を聞いた。今後の民生委員

等の担い手確保に関する施策を検討する上で、まず、行政機関から種々の業務依頼を民生委員等に

行っているという現状を正しく理解し、行政機関内の様々な部署が民生委員等に業務の依頼を行なっ

ているにも関わらず、行政機関内での連携が十分でなかったり、民生委員等の業務量の全体像をど

の部署も理解していないケースがあることを整理していく必要がある。また、民生委員等へのフォロー

や支援業務が、単位民児協の事務局を務める市区町村の社会福祉法人等に任せてしまっているケー

スが多いということも踏まえつつ、行政機関が民生委員等の担い手確保にしっかりと取り組むことが重

要だと考えられる。 

その上で、上記で記載した本事業の成果を踏まえ、今後、民生委員等の担い手確保を進めるに当

たっての検討の方向性を整理する。整理にあたっては、「Ⅰ.既存の民生委員等の継続を促す」観点

と、「Ⅱ.新規の民生委員等の参加を促進する」観点で行う。また、①現役世代など多様な主体が民生

委員活動に参加できるようにする方策、②民生委員活動の業務負担軽減の方策、③民生委員活動を

支える体制のあり方、の３軸を踏まえ、今後の担い手確保に向けた施策立案のための示唆を取得す

ることを目的としていることから、以下の形で整理を行う。 
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【検討の方向性の全体像】 

 

 
 

１）地域企業等との連携 
市区町村へのヒアリング結果から、地域企業との協定締結や、企業の社員や地域住民向けの講座

や対話の機会が重要であることが読み取れた。60代を含む高齢者の就業率は増加傾向にあり、民生

委員等の新たな担い手を確保するためには、地域企業等の積極的な巻き込みは不可欠であると考え

る。 

例えば、地域の見守り活動等を限られた人数の民生委員等だけで全て実施することは現実的では

ないため、多くの単位民児協において、地域包括支援センター等の地域福祉の担い手との連携や分

業に取り組んでいた。地域の中での見守る目の総数を増やすことで、精神的にも実際の業務として

も、民生委員等の負担を軽減できると考えられる。 

また、民生委員等の精神面、実際の業務面での負担の軽減に寄与している施策として、地域企業

（電力・ガス・水道等のインフラ企業、新聞配達等の自宅を訪問する事業を行う企業）との協定締結や

連携を通じて、地域の中の見守る目の総数を増やす施策があった。地域企業と地域包括支援センタ

ーや市区町村が連携することで、日常生活の中で気になる住民の情報の共有や対応の検討が円滑

に進み、結果として民生委員等の負担が減る効果が期待される。 

副次的な効果として、地域福祉に理解を示す地域企業が増えることにより、多様な主体が民生委員

の業務に関わるきっかけとなり、新たな民生委員等の担い手確保に繋がる可能性があることや、仕事

をしながら業務を行っている既存の民生委員等が、会議や研修等に参加しやすい環境を作ることにも

寄与している。 

いくつかの市区町村では、地域企業に対して協力依頼の文書を発出し、地域福祉への参画や、民

生委員等の業務への理解促進に取り組んでいた。働きながら民生委員等の業務を行う人は、会議や

研修等に参加する機会が限られており、会議の録画データをホームページで見られるような工夫や、

③民生委員活動を支える体
制のあり方

②民生委員活動の業務負担
軽減の方策

①現役世代等、多様な主体
が民生委員活動に参加でき
るようにする方策

Ⅰ.既存の民生委員等の
継続を促す観点

Ⅱ.新規の民生委員等の
参加を促す観点

１）地域企業等との連携

１）地域企業等との連携

２）ICT等の活用 ３）行政機関の施策
４）
認知度
向上
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研修マニュアルをホームページ上で閲覧できる工夫を行っている単位民児協もあった。これらの工夫

に加え、所属している地域企業が、民生委員等の業務の重要性を理解し、社員を会議や研修等に参

加できるよう送り出すといった協力があることで、業務に気兼ねなく取り組める民生委員等を増やすこ

とが可能になると考える。結果として、当該地域において、民生委員等の業務を支える体制が構築さ

れることにも寄与することになる。 

地域企業と協定を結び、社員向けの研修を実施することで、民生委員等の業務への理解促進を行

っている事例もあった。地域の実態の理解や、地域福祉の現状を理解することを通じて、ボランティア

活動への参加を考えたり、社会福祉協議会が主催するイベントへの参加を検討するようになることが、

試行的取組からも読み取れる。そのような過程を通じて、民生委員等が日常生活の中で果たしている

役割に気づき、自身も民生委員等の業務に関わってみたいと思う層を増やすことにも、間接的に寄与

すると考えられる（詳細は「第７章 資料集」を参照。）。 

また、新たな担い手の候補を見つけるため、福祉関連の事業者や事業所との連携を行っている市

区町村もあった。民生委員等の業務と福祉事業との接続を円滑に行える施策に発展させており、福祉

の知識や経験を持つ人材を新たな担い手として捉え、施策を検討する視点は重要である。 

子ども、高齢者、障害者などすべての人々が、地域・暮らし・生きがいを共に創り、高めあうことがで

きる地域社会の実現を目指すことが、地域共生社会の考え方である。このため、支え手と受け手側に

分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合う関係性を構築していくことが重要で

あり、地域企業もそれぞれの地域で事業活動を行うだけでなく、この考えに賛同し、積極的に社員が

地域福祉に関わっていく機運としていくことが必要である。そのため、例えば、民生委員等の活動に積

極的に貢献する地域企業等に対する表彰制度等の創設の検討が可能性としてあり得る。その際に

は、民生委員法の、「民生委員は、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、

必要な援助を行い、もって社会福祉の増進に努めるもの」という規定を踏まえ、地域企業への経済的

な利益が生じない形での検討が必要となると考える。 

 

２）ICT等の活用 
単位民児協からの提案、市区町村からの提案の両方があったが、オンラインツールの活用や既存

業務をオンライン化することで、負担軽減を実現している事例があった。具体的には、会議の録画デー

タや研修のマニュアルをホームページで公開することで、民生委員等が研修や会議等に参加しやすく

したり、報告業務をオンラインフォームや SNSアプリを用いて簡素化することで、民生委員等の負担を

軽減していた。民生委員等が必要と考える業務のオンライン化や、負担を軽減して欲しいと考える業

務のオンライン化をしなければ、単にオンライン化しただけでは、民生委員等にとって使い勝手の悪い

ものとなってしまい、民生委員等の負担が軽減されないことに留意する必要がある。また、調査検討委

員会においても、「インターネット環境がないと民生委員等の業務ができないとなると、担い手となる人

を減らすことにも繋がる可能性がある」といった指摘もあり、「オンライン化」「ICT 活用」ありきで施策を

進めることについては、慎重に検討していく必要がある。「ICT 活用」を希望する民生委員等が、選択

できるように、選択肢を増やす観点から施策を進めていくことが重要と考える。加えて、ICT 活用につ

いては、現在は過渡期であることから、希望する民生委員等に対しては ICT 等に関するリテラシー向

上のためのサポートも重要であると考える。 
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このような施策を通じて、多様な主体が民生委員等の業務に関われる機会の創出や、既存の民生

委員等としての業務の負担軽減に寄与するものと考えられる。 

 

３）市区町村の施策 
今後の民生委員等の担い手確保に関する施策を検討する上で、民生委員等は特別職の地方公務

員であることからも、市区町村が民生委員等の担い手確保にしっかりと取り組むことが重要だと考えら

れる。 

その上で、具体的な施策として、民生委員等の業務の内容や範囲を広く住民に伝え、過剰な業務依

頼にならないような環境整備を行うことが考えられる。雪かきや買い物代行といった日常生活の支援、

近隣住民とのトラブルの解消依頼等は、本来の民生委員等の業務ではなく、あくまで住民からの相談

に対して、関係機関を繋ぐ役割であることを説明し、必要に応じて住民と民生委員等との間に入ること

を明示している市区町村もあった。また、住民から相談を受け付けた民生委員等を市区町村全体でバ

ックアップできる体制として、民生委員等からの相談窓口を一本化する取組を行っている事例もあり、

有効な施策であると考えられる。 

 

４）民生委員等の業務の認知度向上 
民生委員等へのアンケート調査の結果から、民生委員等の業務の周知について、印刷物や回覧板

等の文字ベースの情報はほとんど効果がなく、知り合いからの紹介や、地域のイベント等において民

生委員等の具体的な活動の様子を見ることが有効であることが分かっている。また、試行的な取組

や、認知度に関する調査結果を踏まえると、民生委員等の存在や業務内容が十分に知られていない

現状が明らかとなった。したがって、新規の民生委員等の参加を促進するために、認知度を向上する

観点からの検討が必要であると考える。 

試行的取組において、地域貢献に関心のある 20代から 40代の参加者の多くは民生委員等との接

点がなかったり、地域の行事等には参加しているが民生委員等が関与していることを知らなかったり

する状況であった。そのような参加者に対して、自分自身の「幸せを感じる時」等について考えてもらう

ワークショップを通じて、自分が住む地域のことや、他者との関わり合いについて、意識を向けることに

繋がった。このような状況において、社会福祉協議会から取組の説明や、民生委員等の業務の内容を

聞くことで、地域活動やボランティアの参加への意向が高まっていた。 

また、最も参加したいと思う活動のキーフレーズについてアンケートを行ったところ、「自分ができる

ことで地域に楽しく貢献し、安心して暮らせる場所を作っていく活動」への回答が最も多かったことを踏

まえ、この観点から広報の取組を検討していくことも重要であると考えられる。 

地域活動やボランティアの情報は、インターネット検索やチラシ、広報誌等を好む傾向があること、

その一方で、民生委員の業務等の発信について、印刷物や回覧板等の文字ベースの情報ではなく、

知り合いの紹介やイベント参加が有効であることを合わせて考えると、「自身の幸せ」や「安心できる地

域」という単語を用いて、心理的なハードルの低い地域活動やボランティアの募集を行いながら、参加

者に対して、「地域福祉」や「民生委員等」に繋がっていく導線設計をしていくことが重要であると考え

る。これらの取組により、多様な主体が民生委員等の業務に参加する雰囲気の醸成に繋がるものと考

えられる。 
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第７章 資料集 

１．民生委員等に対するアンケート調査 調査票 
民生委員等に送付した調査票は以下のとおり。 
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２．民生委員等に対するアンケート調査 詳細データ 
民生委員等の各業務について、１ヶ月の担当件数や活動時間のデータを整理した結果は以下のと

おり。回答した民生委員等の基本的な属性データ（性別、年齢層、雇用形態の割合）は以下のとおり。 

 

 

 

 
 

以下に示す民生委員等の各業務についての比較においては、①「年齢」（65歳未満かどうか）、②

「満足度」（民生委員等の業務について満足か不満かどうか）、③「継続意向」（民生委員等の業務につ

いて継続の意向があるかどうか）、という属性を用いて比較を行った。 

 

１）相談・支援の業務について 
「相談・支援」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１ヶ月の活動時

間に、属性による大きな違いは見られず、いずれも、「３件未満」、「３時間未満」が大層を占めた。ま

た、担当件数が「３〜６件」、活動時間が「３〜６時間」の回答において、「不満かつ継続意向なし」層

と、「満足かつ継続意向あり」層で、同様の傾向を示している。 
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２）調査・実態把握の業務について 
「調査・実態把握」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１ヶ月の活

動時間に、属性による大きな違いは見られず、いずれも、「３件未満」、「３時間未満」が大層を占めた。

また、担当件数が「３〜６件」、活動時間が「３〜６時間」の回答において、「満足かつ継続意向あり」層

の占める割合が、他の属性よりも若干、高い傾向にあることがうかがえる。 
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３）訪問活動の業務について 
「訪問活動」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１ヶ月の活動時間

について、担当件数が「３件未満」、活動時間が「３時間未満」の回答において、「65歳未満」及び「65

歳未満 LWB 重視層」の割合が高いことがうかがえる。 

 

 

 

 

４）行事・事業・会議への参加協力の業務について 
「行事・事業・会議への参加協力」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数

及び１ヶ月の活動時間について、担当件数が「10件以内」、活動時間が「10時間以内」の回答が大半

を占めた。 
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５）地域福祉活動・自主活動の業務について 
「地域福祉活動・自主活動」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１

ヶ月の活動時間について、担当件数が「３件未満」、活動時間が「３時間未満」の回答において、「65歳

未満」及び「65歳未満 LWB 重視層」の割合が高いことがうかがえる。 
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６）単位民児協運営・研修の業務について 
「単位民児協運営・研修」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１ヶ

月の活動時間について、担当件数が「10件以内」、活動時間が「10時間以内」の回答が大半を占め

た。 

 

 

 

 

 

７）証明事務の業務について 
「証明事務」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数及び１ヶ月の活動時間

に、属性による大きな違いは見られず、いずれも、「３件未満」、「３時間未満」が大層を占めた。 
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８）要保護児童の発見の通告・仲介の業務について 
「要保護児童の発見の通告・仲介」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数

及び１ヶ月の活動時間に、属性による大きな違いは見られず、いずれも、「３件未満」、「３時間未満」が

大層を占めた。 
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９）行政からのあて職や動員の業務について 
「相談・支援」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数が「３〜６件」、活動

時間が「３〜６時間」の回答において、「不満かつ継続意向なし」層と、「満足かつ継続意向あり」層で、

同様の傾向を示している。 

 

 

 

 

１０）活動記録の記入の業務について 
「活動記録の記入」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数について、「３

件未満」との回答が各属性の約半数前後の割合を占めた。また、「３件以上」の回答について、割合は

小さいが、各属性で同程度ずつ存在していることが分かった。活動時間については、大半が「３時間未

満」と回答した。 
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１１）その他日常生活に関わる支援の業務について 
「その他日常生活に関わる支援」の業務について、属性による比較を行った。その結果、担当件数

及び１ヶ月の活動時間について、担当件数が「10件以内」、活動時間が「10時間以内」の回答が大半

を占めた。 
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３．行政機関に対するアンケート調査 調査票 

１）都道府県に対するアンケート調査 
都道府県に送付した調査項目は以下のとおり。 
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２）市区町村に対するアンケート調査 
市区町村に送付した調査項目は以下のとおり。 

 

 

分類
設

問
内容 選択肢

ヒアリング協力 1
今回の調査に関して、別途ヒアリングをお願いすること

は可能かお教えください。（オンライン、30分程度）
はい

いいえ

基本情報 2 回答課室の所管施策を全てお知らせください。 福祉総務・統括

（あてはまるものを全てお選びください） 地域福祉

高齢福祉・介護

障害福祉

児童福祉

生活保護

生活困窮

その他()

3

回答課室の主な所管施策をお知らせください。※主なと

は業務量が多く、最も注力している所管施策の事を指し

ます。

福祉総務・統括

（あてはまるものを１つだけお選びください） 地域福祉

高齢福祉・介護

障害福祉

児童福祉

生活保護

生活困窮

その他()

4 所管地域の民児協の事務局主体をお知らせください。 市区町村行政

（あてはまるものを１つだけお選びください） 市区町村社会福祉協議会

会長等の役員（個人）

その他（）

取り組み事例に関する質問 5
新任委員獲得や既存委員の定着等に関して、自治体独自

で進めている取組はあるか教えてください。
ある

ない

6

設問5について自身の自治体において、新任委員獲得や既

存委員の定着等に関して実施した施策をお教えくださ

い。

自由記述

7 上記の施策は成功したと思いますか。 非常にそう思う
（あてはまるものを１つだけお選びください） そう思う

どちらともいえない

そう思わない
非常にそう思わない

8

（設問7で非常にそう思う・そう思うとお答えした方にお

伺いします。）成功した要因と思われる内容についてお

教えください。

自由記述

9

新任委員獲得や既存委員の定着等に関して、65歳以下の

民生委員の割合を増やそうとする取組を実施している場

合、実施した施策を教えてください

自由記述

10
民生委員の負担軽減のための取組を実施している場合、

実施した施策を教えてください。
自由記述
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民生委員の活動を補佐する役割(民生

委員協力員等）について
11

民生委員協力員・福祉協力員のような民生委員の活動を

補佐する役割の設置有無をお教えください。
自治体で設置している

自治体以外の機関（社会福祉協議会等）で設置している

設置していない

12

民生委員協力員・福祉協力員のような民生委員の活動を

補佐する役割の方に対して、協力して頂いている業務内

容をお教えください。

相談・支援

（あてはまるもの全てお選びください） 調査・実態把握
行事・事業・会議への参加協力

地域福祉活動・自主活動

民児協運営・研修

証明事務
要保護児童の発見の通告・仲介

その他（）

13

民生委員協力員・福祉協力員のような民生委員の活動を

補佐する役割を設置していることによる効果・メリット

をお教えください。

民生委員の物理的業務負担軽減

民生委員の精神的業務負担軽減

（あてはまるもの全てお選びください） 普段の推薦母体とは異なる担い手の流入
若年層の活動への流入

次期民生委員候補の発掘
民生委員活動の理解促進

異性宅への訪問や支援

民生委員OB・OGの経験を活用した活動のサポート

欠員地区のカバー
その他（）

14 いる

いない

15
（設問14で「いる」と答えた方にお聞きします。）いる

場合は把握されている人数は何名かお答えください。
〇名

16
（設問14で「いる」と答えた方にお聞きします。）勤務

地が当該自治体内にある方は何名かお答えください。
〇名

17

（設問14で「いる」と答えた方にお聞きします。）当該

自治体での民生委員経験のある方は何名かお答えくださ

い。

〇名

18

（設問14で「いる」と答えた方にお聞きします。）他の

自治体に居住しながら民生委員活動に関わる方がいるこ

とによる効果をお教えください。

民生委員の物理的業務負担軽減

民生委員の精神的業務負担軽減

（あてはまるもの全てお選びください） 普段の推薦母体とは異なる担い手の流入
若年層の活動への流入

仕事の知識を活用

従来の地域のしがらみに捉われない積極的な活動の展開

欠員の補充

専門知識を有している

その他（）

19

（設問14で「いる」と答えた方にお聞きします。）他の

自治体に居住しながら民生委員活動に関わる方が活動す

るうえでの課題をお教えください。

主たる推進母体からの反発

（あてはまるもの全てお選びください） 地域住民との信頼関係構築が困難

地域の関係機関に関する知識や情報の欠如

担当業務が部分的で活躍の幅が狭い
活動時間の確保

活動していく中での地域への関心低下

継続率が低い

活動費の支給などの財政的負担

夜間や休日などの対応が難しい

その他（）

他の自治体に居住しながら、民生委員協力員・福祉協力

員のような民生委員の活動を補佐する役割として民生委

員活動に参画している人物がいるか教えてください。
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活動報告手段について 20
民生委員からの活動報告の集計・回収について文書や

FAX以外の方法で実施しているか教えてください。
はい

いいえ

21
（設問17で「はい」と答えた方にお聞きします。）どの

ようなオンライン手段で集計・回収していますか。
Eメール

（あてはまるもの全てお選びください） SNS

オンライン集計フォーム

ファイル共同編集ソフト
その他（）

22
具体的に上記ツールを用いてどのように報告を受け、集

計・回収しているかお教えください。
自由記述

23
行政の目線から見て、民生委員にとって最も負担になっ

ていると把握している活動をお教えください。
相談・支援

（あてはまるものを１つだけお選びください） 調査・実態把握

訪問活動

行事・事業・会議
地域福祉活動・自主活動

民児協運営・研修
証明事務

要保護児童の発見

行政からのあて職や動員

活動記録の記入
その他日常生活に関わる支援

委嘱状況 24

民生委員（区域担当）・主任児童委員の直近3回の一斉改

選時の委嘱率が100%を満たしている年に〇をつけてくだ

さい。

平成28年

12月

令和1年12

月
令和4年12月

民生委員

主任児童委員

委嘱状況 25
民生委員（区域担当）・主任児童委員の直近3回の一斉改

選時の委嘱状況をお教えください。

平成28年

12月
令和1年12月 令和4年12月

定数 名 名 名

委嘱数 名 名 名
定数 名 名 名

委嘱数 名 名 名

民生委員

主任児童委員

26
令和4年12月の一斉改選で委嘱した民生委員の性別をお教

えください。
女性　○名

男性　○名

27
令和4年12月の一斉改選で委嘱した民生委員の新任・再任

の人数をお教えください。
新任　○名

再任　○名

28
令和4年12月の一斉改選で委嘱した民生委員の年齢別人数

をお教えください。
～29歳　○名

30歳～34歳　○名

35歳～39歳　○名

40歳～44歳　○名

45歳～49歳　○名

50歳～54歳　○名

55歳～59歳　○名

60歳～64歳　○名

65歳～69歳　○名

70歳～74歳　○名

75歳以上　○名

直近の一斉改選時の選任プロセス

(選任要件、推薦組織、スケジュー

ル)

29
令和4年12月の一斉改選で委嘱した民生委員の就労状況別

人数についてお教えください。
就労あり　○名

就労なし　○名
30 民生委員候補者の推薦母体をお教えください。 町会・自治会

（あてはまるもののうち上位3つをお選びください） 民生委員・児童委委員（民児協、委員OBを含む）

行政機関・関係部署
市区町村社会福祉協議会
その他社会福祉法人
学校・PTA
福祉活動を行うボランティア・NPO団体

その他の団体（保健医療団体や商店街等）
民生委員推薦会委員会
その他
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31 民生委員推薦準備会の設置有無をお教えください。 設置した

※民生委員推薦準備会…民生委員推薦会に先がけて候補

者の適否を審議する会議体
設置しなかった

32

（設問28で「設置した」と回答した場合）民生委員推薦

準備会の会議体は月当たり何回実施していたかお教えく

ださい。

1回

（あてはまるものを１つだけお選びください） 2回

3回

4回

5回以上

33
（設問28で「設置した」と回答した場合）委員推薦準備

会の会議体の実施期間を教えてください。
1ヶ月

（あてはまるものを１つだけお選びください） 2ヶ月

3ヶ月

4ヶ月

5ヶ月

6ヶ月以上

34
（設問28で「設置した」と回答した場合）民生委員推薦

準備会の委員構成を教えてください。
市区町村の議会の議員

（あてはまるもの全てお選びください） 民生委員

社会福祉事業の実施に関係のある者

市区町村の区域を単位とする社会福祉関係団体の代表者

町内会・自治会の会長

教育に関係のある者

関係行政機関の職員

学識経験のある者
その他

35
令和4年12月の一斉改選時のスケジュールについてご回答

ください。
改選スケジュール回答シート参照

36
一斉改選時の後任選定時に、行政として推薦母体や地域

住民への働きかけを行ったか教えてください。
はい

いいえ

37
（設問33で「はい」と回答した場合）具体的な働きかけ

の内容を教えてください。
推薦母体への会合への出席による推薦依頼

（あてはまるもの全てお選びください） 推薦母体への後任探し用のチラシの配布

推薦母体との後任探しの戦略に関する会議体設置

後任就任に関して地域住民への勧誘活動
その他（）

町会・自治会加入率 38 町会・自治会加入率を教えてください。 50％未満
（あてはまるものを１つだけお選びください） 50～60％未満

60～70％未満

70～80％未満
80～90％未満

90～100％未満
100%

情報発信について 39

民生委員の活動に関する情報発信について、以下の問い

にお答えください。

（其々あてはまるものに一つずつ〇をつけてくださ

い。）

非常にそ

う思う

ややそう

思う

どちらともい

えない

ややそう思

わない

全くそう思

わない

効果的な情報発信チャネルが選択さ

れておらず、潜在的な担い手に必要

な情報が伝わっていないのではない

か

民生委員の活動に関する情報発信は、情報を届けたい人たちに

適切に届けられる媒体になっていると思うか

民生委員の制度や役割に関する情報

が整理されておらず、潜在的な担い

手に民生委員の価値が伝わっていな

いのではないか

民生委員の担い手候補となる人たちに対して、民生委員の活動

内容やその意義(魅力)は適切に伝わっていると思うか

40
情報発信において連携が必要だと思うネットワーク、支

援機関は何かお教えください。
行政機関（他部署など）

（あてはまるものを全てお選びください） 社会福祉協議会

地域包括支援センター
自立相談支援機関
児童相談所
地域ボランティア団体
地域の民間非営利団体

その他（）

41
民生委員の担い手確保にあたって、参考としているほか

の自治体の取り組みがあればお教えください。
自由記述
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担い手確保に影響を与える要因 42

以下の要素が、民生委員の担い手確保の難しさにどのく

らい影響していると感じていますか。(其々あてはまるも

のに一つずつ〇をつけてください。）

非常に影

響が大き

い

影響が大

きい

影響は大きく

ない

高齢の方が働くようになった

地域住民と地域のつながりが希薄化

したことで担い手候補者にアプロー

チする事が難しくなっているのでは

ないか

地域住民や地域とのつながりの希薄化

町会・自治会やPTA経験者等、既存の

推薦候補者の輩出母体に固執し、地

域活動の縮小に伴い候補者が見つけ

づらくなっているのではないか

町内会の会員数の減少

町会・自治会やPTA経験者等、既存の

推薦候補者の輩出母体に固執し、地

域活動の縮小に伴い候補者が見つけ

づらくなっているのではないか

PTAなどの地域活動の縮小

家族の介護で時間が確保できないこと

認知度が低く、活動内容が知られていない

担当地域の人口減少

担当地域の高齢化

・若年人口が少ないことが担い手不

足の深刻化につながっているのでは

ないか

・壮年期人口が少ないことが担い手

不足の深刻化につながっているので

はないか

家族や職場の理解が得られない

担当地域の若年人口 /壮年人口の減少

無報酬であること

民生委員活動の業務量の多さ（負担感）
民生委員に関連した依頼等の増加

仕事で時間が確保できないこと

育児で時間が確保できないこと

推薦母体の機能不全

地域住民の抱える福祉課題の多様化

により、民生委員に広汎な専門性や

スキルが求められるようになってい

るのではないか

43

地域の福祉課題の多様化・複合化（例：ヤングケア

ラー、8050問題等）に対し、自地域の民生委員が対応で

きていると感じるかお教えください。

非常にそう思う

（あてはまるものを１つだけお選びください） ややそう思う

どちらともいえない

ややそう思わない

全くそう思わない

44
現状の民生委員に求められるスキルはどのようなものか

お教えください。
コミュニケーション能力

（あてはまるものを全てお選びください） 問題解決能力

調査能力
事務処理能力

企画・運営能力

判断能力

リーダーシップ
ICTスキル

地域の福祉課題に関する知識
地域の支援機関に関する知識

行政の制度に関する知識
その他（）

45
担い手確保に関する地域の他機関へのリクエストをお教

えください。
自由記述
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４．協力依頼書の文書（イメージ） 
 

１）依頼先の従業員が委員就任する際の協力依頼書フォーマット 
 

XXXXXXX株式会社 

代表 XXXXX様 

 

XXXXXX市長 XXXXXXX 

XXXXXX市民生委員児童委員協議会 会長  XXXXXX 

 

民生委員・児童委員の就任に対する支援・協力について（依頼） 

 

（時節の挨拶） 

 

民生委員・児童委員は、地域住民の身近な相談相手として地域の多様な相談に応じ、その解決に向けて取り

組んでいます。近年、ひとり暮らし高齢者や障がいのある方の生活課題や孤独・孤立の問題、ひきこもり、ヤン

グケアラーの課題など、住民一人一人を取り巻く環境の変化は著しく、複雑かつ多様化しています。その中で、

民生委員・児童委員による見守りや相談支援の重要性は一層増しています。 

 

現在、本市では XXX名の民生委員・児童委員が厚生労働大臣の委嘱を受け、活動をしています。また、12

月１日付けの一斉改選では、このうち、X割以上が交代し、XXX名が新たに民生委員・児童委員としての活動を

開始される予定です。就労と両立して活動される方も多く、引き続き、貴社のご協力・ご支援を賜りたく存じます。 

つきましては、貴職におかれましては、民生委員・児童委員に就任を希望する従業員が貴社におられる際に

は、特段のご高配を賜りますよう、何卒お願い申し上げます。 

 

本市及び本協議会としましても、住民一人一人が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることのできる地域

共生社会の実現に向けて、全力で取り組んでまいりますので、民生委員・児童委員の活動にご賛同いただき、

地域福祉全般の円滑な推進に引き続き、ご支援、ご協力を賜れますと幸いです。 

 

【参考】根拠法令（抜粋） 

民生委員法 

第１条 民生委員は、社会奉仕の精神をもつて、常に住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を行

い、もつて社会福祉の増進に努めるものとする。 

第５条 民生委員は、都道府県知事の推薦によって、厚生労働大臣がこれを委嘱する。 

児童福祉法 

第 16条 市町村の区域に児童委員を置く。 

 ２ 民生委員法(昭和二十三年法律第百九十八号)による民生委員は、児童委員に充てられたものとする。 

３ 厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任児童委員を指名する。 
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２）従業員が民生委員等の業務を行う際の事業所等への依頼書フォーマット 
 

XXXXXXX株式会社 XXXXX事業所 

代表 XXXXX様 

 

民生委員・児童委員活動に対する支援・協力について（依頼） 

 

（時節の挨拶） 

 

民生委員・児童委員は、地域住民の身近な相談相手として地域の多様な相談に応じ、その解決に向けて取り

組んでいます。近年、ひとり暮らし高齢者や障がいのある方の生活課題や孤独・孤立の問題、ひきこもり、ヤン

グケアラーの課題など、住民一人一人を取り巻く環境の変化は著しく、複雑かつ多様化しています。その中で、

民生委員・児童委員による見守りや相談支援の重要性は一層増しています。 

 

この度、貴事業所に在籍される XXXXXXXX様に、民生委員・児童委員をお引き受けいただくことになり、本日

付で厚生労働大臣から委嘱状が交付されました。 

つきましては、住民への相談支援、定例会・研修会への出席等、民生委員・児童委員としての活動をする際に

は、特段のご高配を賜りますよう、何卒お願い申し上げます。 

 

本市及び本協議会としましても、住民一人一人が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることのできる地域

共生社会の実現に向けて、全力で取り組んでまいりますので、民生委員・児童委員の活動にご賛同いただき、

地域福祉全般の円滑な推進に引き続き、ご支援、ご協力を賜れますと幸いです。 

 

 

民生委員・児童委員 氏名  XXXXXXXXX 

任              期  XX年 XX月 XX日〜XX年 XX月 XX日（３年間） 

根    拠    法   令  民生委員法及び児童福祉法 

給  与  及び  報    酬  なし（ただし、通信費、交通費等の実費弁償有） 

 

XXXX年 XX月 XX日 

 

XXXXXX市長 XXXXXXX 

 

XXXXXX市民生委員児童委員協議会 会長  XXXXXX 
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５．行政機関等における取組事例 

１）行政機関等におけるオンライン等を活用した効率的な集計事例 
（１）E メール活用 

 

 

 

（２）SNS活用 

 

 

 

効率的な集計事例① 「Eメール活用」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 民生委員等から、民児協事務局が指定するメールアドレスに活動集計票の

ファイルを添付・送付してもらう。
l 事務局側で用意したファイルに、個々の活動集計票のデータを統合する作

業を行っている。

l 日中、事務局に活動集計票を提出しに来ることができない民生委員等向け

の施策として開始した。
l 単位民児協の会長より、紙媒体の提出ではなく、メールにファイルを添付

する方法での提出で良いか、という提案があり、Eメール活用が始まった。
l 民生委員等にとって抵抗感があるかもしれないと考えていたが、事務局に

活動集計票を提出しに行かなくて済むので、民生委員等の反応は良い。

l パソコンが使えない民生委員等向けの方策として、単位民児協毎に、紙媒

体での提出、メールでの提出、LINEでの提出の３つの方法を用意している。
l 少しずつ、メールでの提出を選ぶ民生委員等が増えるように、定例会や活

動集計票の提出時に声掛けを行い、Eメール活用をする民生委員等を増やす
取り組みを行っている。

l Eメール活用は、初期投資がほぼゼロであるため、費用対効果の高い施策だ
と考えている。

l 行政機関側で、集計ファイルに統合する作業が発生しており、今後、全て

の民生委員等がEメール活用できるようになれば、統合作業の負担は軽減さ
れると考えている。

l そのためには、Eメール活用の研修をするだけでなく、インターネット環境
の整備や、実践でEメールを活用するOJT（On the Job Training）のような
取り組みが必要と考えている。

単位民児協
事務局

行政機関

Eメールで提出 紙媒体で提出

民生委員等 民生委員等 民生委員等

Eメールで提出

統合作業を行い
提出

【利用のイメージ】

効率的な集計事例② 「SNS活用」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 民児協事務局でLINEを開設しており、このLINE上で、活動集計票に記載する

内容や、紙媒体の活動集計票に記載したデータを写真で送信してもらう。
l 相談先とのやりとりにも利用している。利用の際には、民児協事務局、民生

委員等、相談先の３者でグループを作り、どんな内容でも必ず、民児協事務
局が把握できるようにしている。

l 令和５年度からLINEを活用する施策を開始。

l 母子家庭への証明事務に関連した業務を行う際に、民生委員等が連絡先等を
訪問先に伝達したり、訪問先から連絡先を民生委員等が直接聞かないように

するための施策として開始（個人情報の取り扱いを整理する施策として開
始）。

l その後、活動集計や定例会、研修会の案内等の用途でも利用している。

l スマートフォンを持っていない民生委員等には、スマートフォンを持ってい

る民生委員等が情報等を共有する形で運用しており、強制はしていない。
l 住民に対しても、LINE利用は推奨しているが、民生委員等と同様に強制はし

ていない。

l 活動集計票の提出が簡素化され、費用対効果が高い施策だと考えている。

l 副次的な効果として、相談先とのやり取りの際に、グループ内で民児協事務
局も関わる形でやりとりが進むため、民生委員等が個人の連絡先を伝えずに

済むため、休日や深夜等に相談先から連絡が来ないようになり、精神的に楽
になったという声を聞いている。

l LINE活用の取り組み自体をもっと発信していき、利用する民生委員等を増や

したり、担い手確保に繋げたりしたいと考えている。
l また、集計票の内容を統合する作業を民児協事務局で行なっているため、統

合作業をより効率化していきたい。

【LINEグループでのやりとりイメージ】

証明事務の依頼の件、確認しました。今年度より、

個人情報の取り扱いにより、民生委員の連絡先を
教えることができなくなっています。その他の相

談等も含めて、一旦、事務局まで連絡をお願いし
ています。

事務局

担当民生委員が決まりましたら、事務手続きを行
う短期証明事務グループを作成します。日程調整
や質問等はそちらのグループでお願いします。

事務局
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（３）オンライン集計フォーム 

 

 

 

（４）ファイル共同編集ソフト 

 

 

 

効率的な集計事例③ 「オンライン集計フォーム」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 行政機関全体として導入している、自治体専用デジタル化総合プラット

フォーム（LoGoフォーム）を活用して、民生委員等が活動集計票の内容をオ
ンライン集計フォーム上で入力している。

l 集計結果を民児協事務局にて集計し、報告を行っている。

l 県全体で民生委員等に１人１台のモバイルパソコンが配布されたことがきっ

かけ。集計のオンライン化は令和５年７月から開始。
l コロナ禍の影響で、定例会をオンライン開催することを事務局側から提案し、

令和３年11月から実施。このことが、オンラインツール活用のきっかけ。
l 行政機関内の別の部署で、集計作業のため、プラットフォームを使っている

事例があり、民生委員等の活動集計票の利用を検討した。

l デジタル化総合プラットフォームの利用料は行政機関全体として負担してお

り、民生委員等の担当部局からの費用支出はない。
l 自宅にインターネット環境がない民生委員等は利用できないため、紙による

集計方法も存続させている。
l オンラインツールの活用に抵抗感がある民生委員等に対しては、別の方法を

提示しながら、移行できるようなサポートも個別に行なっている。

l モバイルパソコンの配備やデジタル化総合プラットフォームの費用支出はな

く、事務局の稼働は民生委員等への個別のサポートや集計作業が中心である
ため、費用対効果が高い施策だと考えている。

l 配布されてるモバイルパソコンの利用、デジタル化総合プラットフォームの

利用ができていない民生委員等のフォローを行い、利用率を高めたい。

デジタル化
総合プラットフォーム

行政機関

部署A

行政機関

部署B
行政機関
部署C

個々の業務で利用

【利用のイメージ】

民生委員等

民生委員等

民生委員等

フォーム上で
数字等を入力

単位

民児協
事務局

集計

効率的な集計事例④ 「ファイル共同編集ソフト」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 民児協事務局にて、Googleスプレッドシートを用意し、そのシートに各民生
委員等が直接アクセスし、自身の活動集計票の数字を入力する取り組み。

l 集まったデータを事務局にて集計し、提出する。

l 担い手不足の解消の観点から、若い人にも民生委員等の業務に取り組めるよ

う、令和元年頃に、会議開催通知や資料配布のペーパーレス化等を開始。
l 全民生委員等へのタブレット配布（行政機関予算）、ポケットWiFI配布（事

務局予算）を実施。
l 活動集計票は、決まった日に事務局に提出してもらっていたが、苦痛に感じ

る民生委員等が多く居たため、タブレットに置き換えることを検討した。

l 操作に慣れていない人をサポートするため、タブレット操作が得意な民生委

員等を「ウェブ委員」として任命し、相互にサポートし合う仕組みにした。
l 研修は行ったが、実践しないと分からないことも多く、OJT（On the Job 

Training）で使い方を学んで行ってもらった。
l 個人情報の取り扱いはタブレットでは行わないようにし、情報漏洩対策に留

意している。

l 各民生委員等が、活動集計票の入力を直接行うため、入力内容の確認作業は
あるが、事務局の作業は大きく削減され、民生委員等の来所の負担も減少し
ているため、費用対効果の高い施策だと考えている。

• 活動集計票の運用は始まったばかりであり、慣れるまでの時間が必要である

と考えている。ウェブ委員と連携しながら効率的に進めたい。

単位民児協
事務局

行政機関

オンラインクラウド上に
共同編集ファイルを作成

民生委員等 民生委員等 民生委員等

タブレット等からアクセスし、数字等を入力

確認作業を行い
提出

【利用のイメージ】
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２）行政機関等における、地域企業との連携事例 
（１）連携協定を締結 

 

 

 

（２）協力依頼書の発出 

 

 

 

地域企業との連携事例① 「連携協定を締結」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 地域企業と連携協定を結び、日常の業務の中で、高齢者等の見守り活動や声

掛け等を実施。
l 異変や気になること等があれば、地域企業から地域包括支援センターに連絡

が入り、必要に応じて、行政機関や民生委員等とも情報共有される。

l 地域住民が亡くなってから１週間ほど経って見つかったことがきっかけ。新

聞が自宅ポストに溜まっており、もっと早く見つけることができたのでは、
という議論があった。行政機関と新聞社で協定を結び、地域の見守り安心事

業が始まったのが平成23年。
l １年に１〜２団体ずつ協定を結ぶ企業が増え、現在は30者程度。高齢者が安

心して暮らせるように見守ることが事業の目的。

l 民生委員等の負担軽減を目的に始まった事業ではないが、結果として、民生

委員等の物理的、精神的な負担軽減につながる取り組みになっていることに
留意が必要。

l 行政機関と企業が協定を結ぶだけだと、従業員まで事業の趣旨が伝わならい
ため、従業員向けの講座を開く等して、従業員一人一人の意識醸成に繋げる
ように工夫している。

l 地域企業を巻き込み、地域の見守りの目を増やすことで、結果として民生委

員等の業務において、物理的、精神的な負担が軽減されており、費用対効果
が高い施策だと考えている。

l 地域企業が、地域福祉の担い手として関わるきっかけになっており、従業員

向けの講座等を通じて、民生委員等の新たな担い手確保に繋げる取り組みに
発展させていきたい。

【事業のイメージ】

民生委員等

行政機関

地域包括

支援
センター

協定企業

異変等を報告

情報共有

訪問活動等に
反映

地域企業との連携事例② 「協力依頼書の発出」

◆取組の概要

◆背景（きっかけ、経緯、手順）

◆留意点

◆費用対効果の分析等

◆今後の展望等

l 民生委員等が活動しやすい環境づくりの一環として、企業等に勤めている民

生委員等向けに、「協力依頼文申請書」の様式をホームページ上等で公開。
l 本様式を用いて行政機関に申請があれば、行政機関から地域企業に対して、

従業員が民生委員等の活動に積極的に参加できるように協力依頼の文書を発
出する。

l 全国的に担い手確保が難しくなっているため、行政機関として、これまでと

異なる施策を進める必要があると考えていた。
l 今後のことを考えると、勤めている40代の人が担い手となれるようにしてい

くことが不可欠であるため、民生委員等の業務の見直しに着手することと並
行して、地域企業の巻き込みの施策として、協力依頼書の発出を企画した。

l 協力依頼書を発出するだけでは効果が限定的であるため、勤めている40代の

人が民生委員等の業務に携われるように、研修をオンラインで後から視聴で
きるようにする等の環境整備とセットで行う必要があると考えている。

l 協力依頼書の発出そのものは、費用はかからないため、費用対効果が高い施

策だと考えている。

l 協力依頼書に限らず、連携協定の締結等、他自治体の取り組みも参考にしな

がら、様々な施策を通じて、地域福祉のことや民生委員等の活動をもっと地
域企業に伝えていきたい。

民生委員等

【事業のイメージ】

行政機関

地域企業

①協力依頼文書発出の申請②協力依頼文書の発出

③民生委員等の業務への参加のための
調整等


	第１章 調査研究の概要
	１． 調査研究の背景・目的
	１） 背景
	２） 目的

	２． 実施内容
	１） 調査検討委員会の開催
	２） 民生委員等に対する調査
	（１）民生委員等に対するアンケート調査
	（２）民生委員等に対するヒアリング調査

	３） 行政機関に対する調査
	（１）行政機関に対するアンケート調査
	（２）市区町村に対するヒアリング調査

	４） 試行的取組
	（１）背景
	（２）目的
	（３）一般層に対するアンケート調査



	第２章 調査検討委員会の開催
	１． 委員選定
	１） 基本的な考え方
	２） 委員選定

	２． 第１回調査検討委員会
	１） 開催概要
	２） 委員からの主なコメント等
	３） 第１回調査検討委員会を踏まえた今後の方針について

	３． 第２回調査検討委員会
	１） 開催概要
	２） 委員からの主なコメント等
	３） 第２回調査検討委員会を踏まえた今後の方針について


	第３章 民生委員等に対する調査
	１． 民生委員等に対するアンケート調査
	１） 目的
	２） 課題の仮説
	（１）負担要素に関する事項
	（２）委員数の増減予測に関する事項
	（３）環境要因に関する事項

	３） 調査の内容及び方法
	４） 分析結果
	（１）既存の民生委員等の満足度について
	（２）民生委員等の業務の継続意向について
	（３）５年前との業務量の比較について
	（４）活動頻度・活動時間について
	（５）担当世帯数について
	（６）業務に対する負担感について
	（７）最も気持ちの上で負担に感じる業務について
	（８）在職期間の分布について
	（９）民生委員等の認知経路について
	（10）民生委員等に就任したきっかけ
	（11）家族構成について
	（12）民生委員等の業務と連動したキーフレーズについて
	（13）民生委員等の各業務について


	２． 民生委員等に対するヒアリング調査
	１） 調査の内容及び方法
	２） ヒアリング概要
	（１）秋田県湯沢市
	（２）宮城県仙台市若林区
	（３）大阪府吹田市
	（４）富山県高岡市
	（５）静岡県富士宮市



	第４章  行政機関に対する調査
	１． 行政機関に対するアンケート調査
	１） 目的
	２） 課題の仮説
	（１）制度・環境整備に関する事項
	（２）一斉改選時の担い手確保に関する事項
	（３）情報発信に関する事項
	（４）環境要因に関する事項

	３） 調査の内容及び方法
	４） 分析結果
	（１）一斉改選時の委嘱率の推移
	（２）担い手確保の取組の実施状況
	（３）（市区町村から見た）負担となっている活動について
	（４）業務量に対する認識と負担軽減の取組の関係性
	（５）オンライン化の実施有無と具体的な施策について
	（６）就労者の時間確保の課題認知とオンライン化実施の関係性
	（７）民生委員等の候補者への働きかけの実施
	（８）現状の民生委員等に求められるスキル
	（９）情報発信において連携が必要だと考える関係機関
	（10）民生委員等の活動を補佐する役割
	（11）都道府県へのアンケート結果について


	２． 市区町村に対するヒアリング調査
	１） 調査の内容及び方法
	２） ヒアリング概要
	（１）秋田県湯沢市
	（２）東京都多摩市
	（３）富山県高岡市
	（４）静岡県富士宮市
	（５）大阪府吹田市
	（６）愛媛県今治市



	第５章 試行的取組等
	１． 背景及び目的
	２． 試行的取組の内容
	１） 概要
	２） 参加者募集
	３） 当日の様子
	（１）パート１の概要
	（２）パート２の概要
	（３）パート３の概要
	（４）事後の感想等


	３． 一般層に対するアンケート調査
	１） 背景及び目的
	２） 分析結果
	（１）民生委員等の認知度について
	（２）情報収集の手段について
	（３）一般層へのメッセージの方向性



	第６章 本事業の成果と検討の方向性
	１． 本事業の成果
	１） 民生委員等に対する調査の成果
	２） 市区町村に対する調査の成果
	３） 試行的取組等の成果

	２． 検討の方向性
	１） 地域企業等との連携
	２） ICT等の活用
	３） 市区町村の施策
	４） 民生委員等の業務の認知度向上


	第７章 資料集
	１． 民生委員等に対するアンケート調査　調査票
	２． 民生委員等に対するアンケート調査　詳細データ
	１） 相談・支援の業務について
	２） 調査・実態把握の業務について
	３） 訪問活動の業務について
	４） 行事・事業・会議への参加協力の業務について
	５） 地域福祉活動・自主活動の業務について
	６） 単位民児協運営・研修の業務について
	７） 証明事務の業務について
	８） 要保護児童の発見の通告・仲介の業務について
	９） 行政からのあて職や動員の業務について
	１０） 活動記録の記入の業務について
	１１） その他日常生活に関わる支援の業務について

	３． 行政機関に対するアンケート調査　調査票
	１） 都道府県に対するアンケート調査
	２） 市区町村に対するアンケート調査

	４． 協力依頼書の文書（イメージ）
	１） 依頼先の従業員が委員就任する際の協力依頼書フォーマット
	２） 従業員が民生委員等の業務を行う際の事業所等への依頼書フォーマット

	５． 行政機関等における取組事例
	１） 行政機関等におけるオンライン等を活用した効率的な集計事例
	（１）Eメール活用
	（２）SNS活用
	（３）オンライン集計フォーム
	（４）ファイル共同編集ソフト

	２） 行政機関等における、地域企業との連携事例
	（１）連携協定を締結
	（２）協力依頼書の発出




